
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県政運営の基本方針 2022（案）について 

 

１ 要旨・目的 

  令和４年度に推進する施策や予算編成等の方向性を示すため，「県政運営の基本方針

2022」を別紙２のとおり策定する。 

 

２ 現状・背景 

  「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」の目指す姿の実現に向けて，引き続き取組を推

進していくとともに，新型コロナウイルス感染症や社会環境の変化等に対応していく必要

がある。 

   

３ 基本方針（案）の概要 

別紙１のとおり 

 

４ スケジュール 

  １２月下旬 記者レク（予定） 

 

５ その他（関連情報等） 

  「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」及び「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン ア

クションプラン」，「県政運営の基本方針」については，次のホームページで内容を公表 

   https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/230/ 

令和３年 12 月 17 日 
課 名 総務局経営企画チーム 
担当者 政策監 山本 
内 線 2390 
 
課 名 総務局財政課 
担当者 課長 足立 
内 線 2290 
 
課 名 総務局行政経営管理課 
担当者 課長 永井 
内 線 2251 
 

資料番号  総務２ 
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県政運営の基本方針 2022（案）の概要 

Ⅰ 令和４年度（2022 年度）県政運営の基本姿勢  

 

 令和４年度は，第一に，新型コロナウイルス感染症への対応，第二に，社会と経済

の発展的な回復，第三に，新型コロナや社会環境の変化，頻発する災害などを通じて

顕在化した構造的課題への対応に注力します。 

 また，第四として，ひろしまビジョンアクションプランにおいて設定したＫＰＩの

着実な達成に向けて，特に重点的に取り組む施策等を推進していきます。 

 

１ 新型コロナウイルス感染症への対応 

社会・経済活動の維持に向けて，ワクチン接種などにより感染の拡大を最小限に抑

えていきます。また，疫学調査の徹底や，ＰＣＲ検査体制等の充実などの感染症対策

を継続するとともに，感染した場合であっても，必要な医療につなげられる医療提供

体制等の構築に注力します。 

２ アフターコロナを見据えた社会・経済の発展的回復 

新型コロナにより傷んだ地域社会や県民生活の回復を図るととともに，事業者の

経済活動の継続や雇用維持を支える取組に注力します。加えて，経済の発展的な回復

に向けて，アフターコロナを見据えたビジネスモデル構築の支援や新たな成長産業

の育成などの取組を推進していきます。 

３ 新型コロナなどにより顕在化した構造的な課題への対応 

東京一極集中による地域間格差や，デジタル技術の対応の遅れ，など，従来から日

本社会が抱えていた構造的な課題に対応していきます。 

  近年，激甚化・頻発化する気象災害等から人命を守るため，ハード・ソフト両面か

ら安全・安心を支える総合的な県土の強靱化に取り組みます。 

４ それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 

  県民が抱える不安を軽減し「安心」の土台づくりとなる取組を進めていきます。 

  県民の挑戦を後押しする土壌につながる県民の更なる「誇り」の醸成を図ります。 

県民一人一人の夢や希望に「挑戦」していける基盤を築き，その様々な挑戦の後押

しとなる取組を進めていきます。 

また，「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進」，「ブランド価値の向上」，

「生涯にわたる人材育成」の３つを，全ての施策や取組を貫く視点とし，取組の加速

を図ってまいります。 

 

「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」の目指す姿 
 
『県民一人一人が「安心」の土台と「誇り」により，夢や希望に「挑戦」しています』 

～ 仕事も暮らしも。里もまちも。それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 ～ 

ひろしまビジョンにおける「目指す姿」の実現に向け，引き続き県民の挑戦を後押し

する取組や，本県の特性を生かした適散・適集な地域づくりに資する取組を推進してい

きます。 

別紙１ 
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Ⅱ 政策の基本方向（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 施策の実行を支える基盤  

１ 予算編成方針 

２ 行政経営方針 

１ 新型コロナウイルス感染症への対応 

・ワクチンの追加接種の円滑な実施の推進 

・疫学調査の徹底や，ＰＣＲ検査体制等の充実などの感染症対策の継続 

・医療提供体制の確保  など 

２ アフターコロナを見据えた社会・経済の発展的回復 

（１） 社会の修復と発展に向けた取組 

・地域の多様な主体による課題共有と解決を図る地域活動の普及 

・新型コロナや構造不況の影響を受けた離職者等の再就職支援  など 

（２） 経済の発展的回復 

・アフターコロナを見据えた新たなビジネスモデルや業態転換への支援 

・県内企業のカーボンニュートラル実現に向けた先行的な取組への支援  など 

３ 新型コロナなどにより顕在化した構造的な課題への対応 

（１） 適散・適集社会の実現 

  ・新しい生活様式を踏まえたテレワーク等の導入促進 

・サテライトオフィスなど，地域特性を生かして働き続けられる環境づくり など 

（２） 激甚化・頻発化する気象災害等への対応 

・防災施設整備等による事前防災の着実な推進  など 

（３） デジタル化への対応 

・スマート農業等，産業分野などにおけるＤＸの推進   

・価値創出のベースとなるデジタル人材等の育成  など 

４ それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 

（１） 県民の挑戦を後押し 

① 県民が抱く不安を軽減し『安心』につなげる 

・ひろしま版ネウボラの構築に向けた取組  など 

② 県民の『誇り』につながる強みを伸ばす 

・比婆牛，瀬戸内の地魚のブランド向上  など 

③ 県民一人一人の夢や希望の実現に向けた『挑戦』を後押し 

・環境・エネルギー分野における新ビジネスの創出  など 

（２） 特性を生かした適散・適集な地域づくり 

・中山間地域における地域づくり活動への機運醸成と人材育成の推進  など 



 

 

 

 

 

 

 

県政運営の基本方針 2022 

 

（案） 
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Ⅰ 令和４年度（2022 年度）県政運営の基本姿勢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 令和２年 10 月に策定した「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」（以下，「ビジ

ョン」という。）においては，概ね 30 年後の本県のあるべき姿を構想した上で，10

年後（2030 年）の目指す姿を示したところである。 

□ ビジョンでは，「県民一人一人が「安心」の土台と「誇り」により，夢や希望に「挑

戦」しています～仕事も暮らしも。里もまちも。それぞれの欲張りなライフスタイ

ルの実現～」を目指す姿として掲げて，「県民の挑戦を後押し」することと「地域の

特性を生かした適散・適集な地域づくり」に取り組むこととしている。 

□ 令和４年度は，第一に，新型コロナウイルス感染症（以下，「新型コロナ」とい

う。）への対応，第二に，社会と経済の発展的な回復，第三に，新型コロナや社会環

境の変化，頻発する災害などを通じて顕在化した構造的課題への対応に注力する。 

□ また，「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン アクションプラン」（以下，「アクシ

ョンプラン」という。）において設定したＫＰＩの着実な達成に向けて，特に重点的

に取り組む施策等を推進していく。 

「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」に掲げるそれぞれの

欲張りなライフスタイルの実現を目指し，令和４年度（2022

年度）も引き続き，県民の挑戦を後押しする取組や，本県の特

性を生かした適散・適集な地域づくりに資する取組を推進して

いく。  

特に，新型コロナウイルス感染症への対応や，社会・経済の

発展的回復，新型コロナや社会環境の変化，頻発する災害など

を通じて顕在化した構造的課題への対応に注力するとともに，

「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン アクションプラン」に

設定したＫＰＩ達成に向けて令和４年度（2022 年度）に重点

的に取り組むことが必要となる施策等を推進していく。  

施策・取組を貫く視点として，デジタルトランスフォーメー

ションの推進やひろしまブランドの価値向上，生涯にわたる人

材育成を図ることによって，それぞれの取組を加速していく。 
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１ 新型コロナウイルス感染症への対応 

□ 新型コロナは，県民生活や本県経済に大きな影響を及ぼしている。県全体の感染

状況については，過去に経験したことのない新規感染者が報告され，令和３年５月，

８月には緊急事態が宣言され，外出の半減や飲食店及び大規模施設に対する休業要

請など，県民や事業者の協力により人出を減らす強い対策によって効果が表れ，感

染拡大が収束したところである。 

  今後は，ワクチン，検査，治療薬等の普及による予防，発見から早期治療までの

対策をさらに強化するとともに，次の感染拡大に備える必要がある。 

□ ワクチン接種については，感染予防や重症化予防の効果が確認されている一方で，

時間の経過とともに発症予防効果が低下することも指摘されていることから，新た

な感染の拡大や医療提供体制への負荷を抑えていくため，追加接種を円滑に行って

いく必要がある。また，ワクチン接種が進んだことで，中等症以上の割合は減少し

た一方で，軽症者は引き続き発生が想定されるため，重症化予防の効果の高い中和

抗体薬などの治療薬について，入院に加えて外来においても投与できる体制の確保

を含めた，医療提供体制等の整備が必要となっている。 

□ 今後も，感染の拡大を最小限に抑えながら，社会・経済活動を維持し，県民が日

常生活を続けられるよう疫学調査の徹底や，ＰＣＲ検査体制等の充実などの感染症

対策を継続するとともに，感染した場合であっても，必要な医療に着実につなげら

れる医療提供体制等の構築に注力する。 

 

２ アフターコロナを見据えた社会・経済の発展的回復 

□ 新型コロナにより傷んだ地域社会や県民生活の回復に注力する。市町や関係機関

との連携を通じて，コロナ禍で生活に困窮等している方々が直面する課題を受け止

め，保健，福祉，雇用等に携わる県内の様々な支援機関が，相互に連携して，本人

や家族に寄り添い，継続的な支援に取り組む。 

□ 新型コロナとの共存が進む中においても，高齢者人口の増加に伴って医療ニーズ

が高まる一方で，労働者人口の減少などにより，医療サービスを支える人的な資源

は縮小することから，地域医療構想の実現に向けて，効率的な医療提供体制の構築

に向けて取り組む。 

□ 本県経済については，感染拡大防止の観点から複数回にわたり実施した営業時間

短縮要請や外出抑制などにより，飲食業や宿泊業などのサービス業を中心に厳しい

状況が続いている。事業者の経済活動の継続や雇用維持を支える取組に引き続き注

力する。加えて，経済の発展的回復に向けて，アフターコロナを見据えた新たなビ

ジネスモデルの構築の支援などに取り組む。 

□ また，本県の基幹産業であるものづくり産業については，新興国等の外需拡大に

よる生産拠点の海外展開の拡大や，他国の技術力向上などグローバル化による国際

競争の激化や新型コロナによる世界市場の停滞など，厳しい経営環境にあり，今後

は，ＡＩ／ＩｏＴ，５Ｇなど急速に進むデジタル技術の活用や，世界的なカーボン



5 

ニュートラルへの流れに対応した技術開発など，急速な環境変化に柔軟に対応して

いくことが必要となっている。 

□ さらに，新型コロナによる社会変化や，人口減少の進展，災害等の危機にも耐え

得る強靭な産業構造を実現していく必要がある。そのため，多様化する観光客のニ

ーズを踏まえた取組や，健康・医療関連分野や環境・エネルギー分野など新たな成

長産業の育成に向けた取組を企業誘致・集積も含めて進めるとともに，持続的な発

展に向けた，多様なイノベーションを生み出す知の集積や集合により，それぞれの

取組を加速する環境の整備に注力していく。 

 

３ 新型コロナなどにより顕在化した構造的課題への対応 

  新型コロナによって，東京一極集中による人口，大学・研究機関，企業立地など

の地域間格差といった従来から日本社会が抱えていた構造的な課題のほか，サプラ

イチェーンの一部断絶による製造業における生産調整，オンライン教育に必要な基

盤やノウハウの不足，新型コロナ感染拡大時の災害における避難対応，テレワーク

やウェブ会議の導入が困難なエッセンシャルワーカーへの対応，押印や書面を前提

とした手続から非接触型手続への対応など，社会経済活動に対してデジタル技術を

効果的に活用できず，県民への生活や利便性向上につながる取組が十分進んでいな

い状況が一層顕在化した。 

  また，近年，激甚化・頻発化する気象災害等から人命を守るとともに，社会経済

活動への影響を最小限としていくためには，地域の実情に合わせた対応が必要であ

り，デジタル技術の活用を含めハード・ソフト両面から安全・安心を支える総合的

な県土の強靱化に取り組む必要がある。 

 

【適散・適集社会の実現】 

□ 新型コロナは，改めて，基本的な安全・安心の大切さを県民に認識させるととも

に，過度に進行した東京等の大都市圏への集中から「密集・密接・密閉」を避けた

人と人との距離を保つ「分散」がもたらす価値に気付かせた。一方で，イノベーシ

ョンを生み出す知の集積や集合も必要であることから，分散か集中の二者択一的な

選択ではなく「適切な分散」と「適切な集中」それぞれの創造が求められている。 

□ こうした価値観を前提とした新しい社会においては，距離と時間の制約を克服で

きるデジタル技術の活用を推し進め，テレワークやウェブ会議などの導入による新

しい働き方，非対面の中で生み出される人やモノの集積といった新たなサービスの

提供など，開放的で快適な環境の創造，豊かな自然環境に囲まれた生活や働き方等

を推進していく。 

 

【激甚化・頻発化する気象災害等への対応】 

□ 異常気象等による激甚化・頻発化する災害リスクに備えていくため計画的な防災

施設の整備や既存施設の維持管理，適切な土地利用の促進，防災情報の充実による

避難体制の確立，防災・減災に関する取組成果の発信など，ハード・ソフトが一体
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となった防災・減災対策の充実・強化に取り組んでいく。 

 

【デジタル化への対応】 

□ 新型コロナ前の状態に戻すという視点ではなく，デジタル技術を活用して，社会・

経済活動をより効率的・効果的に行っていくとともに，新たなサービスや価値を生

み出すことにより，更なる県民生活の向上や経済発展を実現していく必要がある。 

このため，仕事・暮らしＤＸにおいては，デジタル技術を活用した産業イノベー

ションの創出，スマート農業による生産性の向上，オンライン診療など医療・介護

サービスの向上，テレワークなど新しい生活様式を踏まえた働き方の推進などに取

り組んでいく。 

地域社会ＤＸにおいては，オープンデータや３Ｄ都市モデルの構築などデータや

デジタル技術を活用したまちづくり，地域交通の課題の解決を図る広島型ＭａａＳ

の推進，中山間地域における身近な生活課題をデジタル技術で解決を図る取組など

を進めていく。 

行政ＤＸにおいては，行政サービスの向上を図るため，行政手続のオンライン化

など県庁自身のデジタル化を強力に進めるとともに，デジタル技術を活用したイン

フラマネジメントなどに取り組んでいく。 

 

４ それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 

（アクションプランで設定した KPI の着実な達成に向け，特に重点的に取り組む

施策等） 

【県民が抱く不安を軽減し『安心』につなげる】 

□ 人口減少と少子高齢化の進展や地域経済の成熟化に加え，度重なる災害の発生な

ど，将来に対する先行きの不透明感が増す中で，県民が将来にわたって安心して暮

らすことができるよう，県民が抱える不安を軽減し「安心」の土台づくりとなる取

組を進めていく。 

□ 令和４年度は，妊娠期から切れ目のない見守り・支援の充実や，乳幼児期から社

会人まで一貫した人づくりの取組，デジタル技術を活用した県民の健康づくりの推

進等を行っていく。また，将来にわたって県民が安心して暮らすことができるよう，

ハード・ソフトが一体となった防災・減災対策や，治安・暮らしの安全の確保等に

取り組む。さらに，地球温暖化防止や，プラスチックごみの海洋流出防止など，世

界的に深刻化する課題に対して，本県として強みを生かした取組などを推進してい

く。 

 

【県民の『誇り』につながる強みを伸ばす】 

□ 県民の挑戦を後押しする土壌につながる県民の更なる「誇り」の醸成に向けては，

これまで取り組んできた観光地の魅力づくりや，豊かな自然がもたらす多彩な食の

発信，ものづくりをはじめとした多様な産業の振興などを，新興感染症や災害下に

あっても，適切に取組を進めていく。 



7 

□ 令和４年度は，アフターコロナやＳＤＧｓなど，社会環境の変化から発生するニ

ーズを的確に捉え，新たなビジネスやイノベーション創出に向けた取組や農水産物

のブランド化，ブランド価値の向上につながる魅力づくり等に取り組む。また，県

内スポーツチームを応援する環境の構築や，文化芸術に親しむ環境の構築，核兵器

廃絶に向けて国際的な合意形成を目指した他国間の枠組みづくりを行う。 

 

【県民一人一人の夢や希望の実現に向けた『挑戦』を後押し】 

□ 県民一人一人が，「安心」や「誇り」を原動力として，県内のどこに住んでいても，

仕事も暮らしも追求することができ，それぞれの夢や希望に「挑戦」していける基盤

を築き，その様々な挑戦の後押しとなる取組を進める。 

□ 令和４年度は，環境・エネルギー分野など世界的な動向や社会環境の変化をとらえ

た新たなビジネスモデルの構築を支援する。 

 

【特性を生かした適散・適集な地域づくり】 

□ 本県の強みである「都市と自然の近接性」を最大限生かし，県全体の発展を牽引

する魅力ある都市，自然豊かで分散であることを生かした中山間地域及び利便性の

高い集約型都市の形成に取り組み，新型コロナ危機後の社会が求める「適切な分散」

と「適切な集中」に応じた地域づくりを進めていく。 

□ 令和４年度は，持続可能な中山間地域の実現のため，地域の課題解決や新たな価値

を生み出していくための人材育成や，人を惹きつける魅力ある都心空間の創出に向

けて官民一体となったまちづくりの推進，都市機能の集約のための立地適正化計画

の策定の推進に取り組む。 

 

【施策・取組を貫く視点】 

□ 「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進」，「ブランド価値の向上」，

「生涯にわたる人材育成」の３つを，全ての施策や取組を貫く視点とし，取組の加速

を図っていく。 

 

・ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進 

□ 県民が暮らしや仕事の中で利便性の向上を実感していただける環境を実現する

ため，各分野でのＤＸの取組を更に加速し，着実な成果獲得につなげていく。 

□ 社会課題の解決と経済発展の実現を図るため，県内のあらゆる主体が，それぞれ

の目指す姿の実現に向けて，デジタル技術やデータを活用して，課題解決や新たな

価値・サービスの創出を図っていけるように，ＤＸに対する理解や実践意識の醸成，

ＤＸを実践する上で基盤となる人材育成などに取り組んでいく。 

 

・ブランド価値の向上 

□ ひろしまブランドの価値向上に向け，魅力的な観光地や，歴史・文化，自然，産

業など，本県独自の資産を磨き上げ，広島の価値を県民に再認識してもらい，誇り
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につなげるとともに，国内外からの共感の獲得につなげていくことが必要である。 

□ このため，ビジョンに掲げる全ての施策領域において，「ひろしまは，元気にあふ

れ，美味しさの宝庫であり，暮らしやすい」という「ひろしまブランド」を意識し

た取組を推進し，「ひろしまブランド」を県民の誇りと国内外からの共感につなげ

る。さらに，「ひろしまブランド」が着目されることで，観光，移住，企業立地など

様々な分野で県内市町が数ある地域の中から選ばれるという好循環を創出してい

く。 

 

・生涯にわたる人材育成 

□ アフターコロナを見据えた社会・経済の発展的回復や，新型コロナなどにより顕

在化した構造的課題への対応，それぞれの欲張りなライフスタイルの実現など，そ

れぞれの施策・取組を推進するための原動力となるものは，「人材」である。今後の

社会環境の変化に柔軟に対応し，新たな付加価値を創造することができる人材育成

に取り組んでいく必要がある。 

□ このため，学びの変革の推進や大学連携によるデジタルリテラシー教育の推進，

産業界におけるＤＸの加速に向けたデジタル人材の育成など，乳幼児期から社会人

に対する一貫した人材育成や，多様なイノベーション人材の育成・集積，地域づく

り人材の育成などに取り組んでいく。 

  

補足： 

P9～P39（Ⅱ政策の基本方向）について，令和４年度に注力する具体

的な取組内容に該当する箇所に下線を引いている。 
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Ⅱ 政策の基本方向 

 

１ 新型コロナウイルス感染症への対応 

・保健・医療提供体制の確保 

 新型コロナについては，今後も中長期的に感染拡大が反復する可能性があり，保

健所等による療養調整を含めた総合的な保健・医療提供体制の整備を進める必要が

ある。 

 ワクチン接種が進んだことにより，発症予防や重症化予防が見込まれる一方，多

くの軽症者への対応が求められる中，新たな変異株による影響も想定しつつ，経済

活動と感染拡大防止対策の両立を行いながら，体制整備を進めることが必要である。  

 このため，ワクチン，検査，治療薬等の普及による予防，発見から早期治療まで

の対策をさらに強化する。 

具体的には，ＰＣＲ検査体制等の充実，追加接種を含むワクチン接種の円滑な実

施，感染者が療養場所にかかわらず医療にアクセスできる体制の整備，中和抗体薬

などの治療薬の投与体制の確保，病床・宿泊療養施設の確保など，保健・医療提供

体制の整備を進め，県民が安心して生活できる社会の確立に向け，新たな情勢に即

しながら対応していく。 

 

・ワクチンの追加接種の円滑な実施の推進 

国は新型コロナウイルスワクチンの追加接種を実施できる体制整備を市区町村

に求めており，県には広域的な調整や専門的相談対応などが求められている。その

ため，ワクチンの追加接種が円滑に実施できるよう，県内市町の支援を行うととも

に必要なワクチンの供給が滞りなく行われるよう，県内の調整を行いつつ，必要数

を国に要望していく。 

 

２ アフターコロナを見据えた社会・経済の発展的回復 

（１） 社会の修復と発展に向けた取組 
 

□ 住民と多様な主体の連携・協働による課題の解決（地域共生社会） 

・地域の多様な主体による課題共有と解決を図る地域活動の普及 

・市町における包括的な支援体制の構築促進 

人口減少・少子高齢化による家族機能の変化や単身世帯の増加等を背景として，住民

自治組織等の共同体機能の低下などの地域でのつながりの希薄化が進む中で，コロナ禍

による日常の見守り・声かけやサロン活動の自粛などが，住民同士のつながる意識や支

え合いの関係性に影響し，希薄化が一層進むことから，県民誰もが住み慣れた地域でつ

ながり，生きがいや役割を持ち，助け合いながら生き生きと暮らしていくことができる
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「地域共生社会」の実現を目指す必要がある。 

そのため，地域で支え合うコミュニティづくりの担い手育成や，複合的な生活課題等

に対して，国制度も活用しながら包括的な相談支援体制の構築を図る市町の取組を支援

する。 

令和４年度は，市町行政の職員や保健師，地域包括支援センター等の専門職，社会福

祉協議会の職員等に対する研修や，市町への個別訪問による勉強会・市町会議の開催等

を継続して人材育成等に取り組むとともに，令和２年度に開始した地域課題の共有とそ

の解決を試みる住民主体のモデル活動の成果・課題等の検証や，地域活動等に係る県内

の実態把握等を進めながら，地域課題の共有と解決に向けた今後の新たな方向性等につ

いて検討・整理する。 

 

□ 妊娠期からの切れ目ない見守り・支援の充実（子供・子育て） 

・ひろしま版ネウボラの構築に向けた取組 

・リスクが表面化する前に予防的な支援を届ける仕組みの構築 

新型コロナの影響の長期化により，妊産婦や子育て家庭の外出や他者との交流機会の

減少が進み，妊産婦や子育て家庭が孤独や不安を抱えやすい状況となっている。そのた

め，全ての子供と子育て家庭が安心して暮らし，子育てができるよう，子供を取り巻く

関係機関が連携し，妊娠期からの切れ目のない見守り・支援を行うとともに，児童虐待

などの様々なリスクを早期に把握し，リスクが重篤化する前に必要な支援を届ける仕組

みの構築やオンラインを活用した交流・相談機会の拡充が必要となっている。 

地域の関係機関と一体となって子育て家庭を見守る仕組みである「ひろしま版ネウボ

ラ」は，13 市町において実施されているが，令和４年度も引き続き，全県展開に向け，

その理念や機能を関係者や県民に浸透させるとともに，これまでの取組の評価検証結果

を踏まえ，全ての子育て家庭の把握や関係機関連携等の市町における取組の強化・改善

につなげていく。 

また，令和２年度から６年度までを実証試験期間として位置付け，モデル４市町にお

いて，未就学児までを主な対象とするネウボラの取組を更に発展させ，福祉部門や就学

後の教育現場など，関係機関との連携を一層強化し，ＡＩを活用して子供の子育ちに関

する様々なリスクを予測し，リスクが表面化する前に家庭や子供に予防的な支援が届け

られる仕組みの構築を進める。令和４年度は，２市町において把握したリスクを基に必

要な支援を届ける取組を試験的に進めるとともに，その他２市町においては，ＡＩシス

テムの開発やその導入に向けた取組を行う。 

 

□ 高度医療機能と地域の医療体制の確保（医療・介護） 

・医療の高度化と医師の偏在解消 

・地域医療構想の着実な推進 

 高齢者人口の増加に伴って，医療ニーズが高まる一方で，労働力人口が減少し，医療

サービスを支える人的資源が縮小するとともに，多数の症例や研修体制が充実している

大都市圏の病院に若手医師や研修医の集中が加速することで，県内の医師不足が顕在化

することが見込まれる。                                                      
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 また，2025年以降も少子高齢化の進展が見込まれ，更に人口減に伴う医療人材の不足，

医療従事者の働き方改革といった新たな課題への対応も必要である。                                             

 そのため，今後の人口減少，超高齢社会，医療資源の不足に鑑みると，将来にわたっ

て必要な医療機能を持続していくためには，医療機能の分化・連携，医療資源の集約を

行い，効率的かつ新興感染症等の感染拡大時にも柔軟に対応できる医療提供体制を構築

する必要がある。 

 令和３年度は，尾三圏域において，公立・公的医療機関の再検証対象とされている病

院が機能統合し，医療資源の集約化による機能強化を図るとともに，今後，本県に必要

となる「高度医療機能」と「持続的な地域医療体制」を構築するための核となる「高度医

療・人材供給拠点」の整備に向けて，求められる医療機能や再編の方向性等を整理した

拠点ビジョンの策定を進めた。また，医師の地域偏在及び診療科偏在の解消に向け，広

島大学地域枠医師等を中山間地域や不足する産婦人科等の診療科に配置するとともに，

臨床研修医の誘致や県内外医師の就業紹介・あっせんなどにより医師確保と定着促進に

取り組んだ。 

 令和４年度は，広島大学，広島県医師会，関係医療機関及び広島市等と継続して協議

を行いながら，高度医療・人材供給拠点ビジョンを具現化するための取組を着実に進め

ていくとともに，新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項

について，次期保健医療計画の検討を進めていく。また，高齢者が増加する中で，地域

において，幅広い領域の疾患に包括的に対処できる「総合診療医」が必要となっている

ことから，医学部生と若手医師等との意見交換会や，県内で活躍する総合診療医による

セミナーを開催して総合診療医の確保に取り組むとともに，指導医同士の意見交換会の

開催等により，指導医のスキルアップの機会の提供に取り組む。 

 

□ 外国人が安心して生活できる環境整備（地域共生社会） 

・在住外国人が生活に必要な情報を共有できる仕組みづくり 

 言葉の壁や習慣等の違い，そして，コロナ禍での外出自粛や住民等との交流機会の減

少などにより，地域で暮らす外国人の社会的な孤立が強まる恐れがあることから，外国

人が必要なサービスを確実に受け，地域社会の一員として安心して生活できる環境を整

備していく必要がある。 

 このため，市町と連携して，令和３年度まで，生活に必要な情報を外国人同士で共有

できる仕組みづくりに向けたキーパーソン等の発掘や，小中高生の異文化理解の促進，

行政情報や日常生活に関する情報の提供機会の充実，地域日本語教室の開設などに取り

組んできたところである。 

令和４年度においては，先行市町のモデル事業の実施を通じた課題等の抽出や成功事

例の蓄積及び他の市町への共有・横展開に注力しながら，引き続きこれまでの取組を進

めていく。 
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□ 外国人が円滑かつ適切に就労し，安心して生活できる環境整備（働き方改革・多様な
主体の活躍） 

・外国人材の受入れ・就労に関する情報提供の充実 

経済のグローバル化の進展等により，特定技能等の外国人材の増加が見込まれる中，

企業においては外国人材の受入れに関する制度の理解や職場のコミュニケーションなど

が課題となっており，課題解消に向け,受入れや就労に有益な情報提供を行う必要がある。 

令和３年度は，企業向けの出前講座やセミナーを実施し，新型コロナの影響による出

入国制限や在留資格制度など，情勢変化に対応した情報や企業ヒアリング等で把握した

企業ニーズ等に対応した情報を提供した。 

令和４年度も，定期的な外国人材受入企業のヒアリングなどにより企業のニーズや課

題を把握し，課題解消のための対策やノウハウなどをセミナー等を通じて提供し，外国

人材の円滑かつ適切な受入れ・就労の促進に取り組む。 

 

□ 女性の活躍促進／雇用対策（働き方改革・多様な主体の活躍） 

・新型コロナや構造不況の影響を受けた離職者等の再就職支援 

・新型コロナの影響により離職した女性等への就職支援 

新型コロナの影響の長期化による雇用情勢の悪化により，県内の求職者数が総じ

て増加傾向にあることに加え，構造不況に伴う事業縮小等の影響を受けた離職者等の

発生が見込まれている。また，パートタイムの求人数が総じて減少傾向にあり，仕事と

家庭の両立を目指す女性の再就職が難しい状況が続いている。このことから，求職者に

対する相談対応や就職活動に対する支援を継続する必要がある。 

令和３年度は，新型コロナの影響を受けた事業者の雇用維持を図るため，雇用調整助

成金等の申請手続に係る費用を支援するとともに，離職者の早期就職を図るため，合同

企業面接会の開催や，「働きたい人全力応援ステーション」を開設し，企業訪問による求

人開拓やカウンセラーによる伴走型の支援を行ってきたほか，構造不況に伴う事業縮小

等による大規模離職事案に対応するため，国・県・地元市の三者が一体となって合同企

業面接会や就職相談会を実施してきた。また，再就職を希望する子育て中の女性等に対

しては，広島労働局と一体的に運営している「わーくわくママサポートコーナー」にお

いて，個別キャリアコンサルティングなど，きめ細かな相談対応をはじめとした就職活

動に対する支援を展開した。 

令和４年度も，引き続き雇用情勢を注視しながら，機動的な対策を講じることで，離

職者の早期再就職や雇用維持に向けたセーフティネットの構築に取り組むほか，当面の

就職活動を控えている女性に対しても，市町等と連携してコーナーへの誘導を図り，就

職活動の再開を促す。 
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（２） 経済の発展的回復 

□ 県経済を牽引する企業の育成・集積（産業イノベーション） 

・アフターコロナを見据えた新たなビジネスモデルや業態転換への支援 

 今後の県経済を牽引できる企業を創出するため，「新しい生活様式」への対応や，

アフターコロナを見据えた新たなビジネスモデル，業態転換に向けた課題解決を支

援していく必要がある。 

 令和３年度まで，「新しい生活様式」に対応した新たなビジネスモデルや業態転

換に向けた企業が抱える様々な経営課題を効率的かつ効果的に解決し，地域未来牽

引企業の創出に向けた企業の新事業展開等の取組を支援しているが，新型コロナの

影響拡大・長期化により，依然として支援ニーズは高いことから，令和４年度にお

いても引き続き，「新しい生活様式」への対応や，アフターコロナを見据えた新た

なビジネスモデル，業態転換に取り組む企業の課題解決の支援に取り組む。  

 

□ 基幹産業であるものづくり産業の更なる進化（産業イノベーション） 

・県内企業のカーボンニュートラル実現に向けた先行的な取組への支援 

CO2 排出量規制の厳格化や主要国を中心とした将来的な内燃機関車販売禁止の

動きなど，カーボンニュートラル実現へ向けた規制強化が世界的に進んでおり，本

県ものづくり産業においても，早期の対応着手が求められている。 

このため，コロナ禍の厳しい経営環境においても，カーボンニュートラルに先行

的に取り組もうとする自動車，造船などの県内ものづくり企業に対し，令和４年度

は生産過程での CO2 の見える化や今後の事業計画策定に向けた取組等について，専

門家による伴走型支援を行うとともに，取組から得られた課題等について検討を進

め，今後の効果的な支援策につなげる。 

 

□ イノベーション環境の整備（産業イノベーション） 

・イノベーション創出の原動力となる人材の育成と集積 

・国や民間ベンチャーキャピタル，アクセラレータとのマッチング機会の提供，クラウド

上でのマッチング機会提供 

 世界に選ばれる「イノベーション創出拠点ひろしま」としてイノベーション・エコシ

ステムを形成するため，多様な人材の育成・集積や新規事業の創出・資金調達等につな

がるマッチング機会を提供していく必要がある。 

 これまで，「イノベーション・ハブ・ひろしま Ｃａｍｐｓ」において，アクセラレーシ

ョンや新規事業開発などをテーマにした様々なプログラムを開催することで，イノベー

ション人材の育成と集積を図ってきた。令和４年度は，より熱量の高い活動を目指して，

国内だけでなく海外の起業支援施設も含めた幅広な連携により，先端技術と経営の両面

に優れた人材を集め，イノベーションを加速させる。 

 「ひろしまサンドボックス」に集積したイノベーション活動を行うプレイヤー（ＤＸ
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人材や企業）と県内の様々な資源との具体的な相乗効果が表れ始めていることから，令

和４年度は，実証から事業化に際しての課題を解決するための規制緩和など，その兆し

を成功へと導くための支援を進める。また，地方発のイノベーション・エコシステムの

モデルとしての「ひろしまサンドボックス」ブランドを定着させるため，より多様なプ

レイヤーの集積につながる実証プロジェクトの実施や，「ひろしまサンドボックス」の会

員の事業フェーズに応じたアクセラレーション，国や民間ベンチャーキャピタルなどの

外部資本とのマッチングなどを実施する。 

 

□ 企業誘致・投資誘致の促進（産業イノベーション） 

・デジタル企業，本社・研究開発機能等多様な人材・企業の集積のための取組 

 ＤＸやオープン・イノベーションの推進，産業の付加価値を向上させるために重要な

要素である，デジタル分野の人材と企業の広島進出は未だ十分ではないことから，それ

らの集積に向けた「デジタル企業を中心とした誘致」が必要である。 

また，これまでイノベーション創出の源泉となる高度人材と企業の集積に向けた「本

社機能・研究開発機能の誘致」に取り組み，本社機能の誘致件数が伸びるなど一定の成

果につながっている。一方で，本社機能の一部の移転に留まっている現状や，研究者

等の交流や情報発信は首都圏などの大都市が中心となる傾向があり，地方では研究

開発者の人材確保が困難であること等が課題となっている。 

 令和４年度も引き続き，デジタル企業に対しては，本県の事業環境や生活環境に関す

る魅力や進出企業の情報などをＳＮＳ等も活用し情報発信することや，シェアオフィス

等で短期間広島へ滞在し魅力を感じてもらうこと等で，広島への興味・関心を高め，進

出のきっかけ作りに取り組むとともに，それらの企業に対し，重点的に営業を行う。 

 また，本社・研究開発機能等の誘致に向けては，本県にゆかりのある企業を中心とし

て企業ニーズを踏まえた営業活動や，カーボンリサイクルをはじめとした本県の先進的

な取組など産学官連携も活用した研究開発機能の誘致に取り組む。 

 

□ 企業誘致・投資誘致の促進（産業イノベーション） 

・設備投資の促進による製造業等の拠点機能強化 

 製造業等においては，少子化・高齢化の進展により，企業の雇用確保も課題となって

おり，ＡＩ，ＩｏＴ，ロボット化など生産性向上の観点からの投資や県外への転出抑制

に資する拠点機能強化（マザー工場化）に向けた「製造業等の投資促進」を図るととも

に，業態転換や新事業創出を促進する必要がある。 

 また，産業用地の確保については，県営団地の分譲が進んだことにより産業用地が少

なくなっていることから，市町による産業用地も確保する必要がある。 

 加えて，大規模な民間遊休地の活用策を含め幅広に検討するとともに，地権者等と企

業とのマッチングなど他機関と連携した営業活動を重視する必要がある。 

 令和４年度も引き続き，造船，鉄鋼を含めた製造業等に対しては，生産現場の抜本的

改革につながる設備投資を促すことで，ものづくり産業の生産性向上や高付加価値化を
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図るとともに，健康・医療関連分野や，環境・エネルギー分野の育成事業との連携や業

態転換，新事業創出の促進を，企業ニーズを確認しながら総合的に支援する。 

 産業用地の確保については，市町による産業団地の造成支援や民間遊休地の活用策な

どにより産業用地の確保に取り組む。 

 

□ ブランド価値の向上につながる魅力づくり，誰もが快適かつ安心して観光を楽しめ

る受入環境の整備，広島ファンの増加（観光） 

・自発的マーケティングとその仕組みの構築 

・ブランド価値の向上につながる魅力づくり 

・誰もが快適かつ安心して観光を楽しめる受入環境の整備 

・広島ファンの増加 

 自然災害の多発や新型コロナの感染拡大によって，観光においても安全・安心へのニ

ーズが高まるなど観光客の意識や価値観が変容するとともに，観光関連事業者が，大き

な影響を受けるなど，観光分野における急激な環境変化が生じている。 

令和３年度は，新型コロナの影響などを踏まえた新たな観光ニーズの把握・分析等を

行うとともに，異業種を含む幅広い事業者と連携した新たな観光プロダクトの開発やデ

ジタル技術等を活用した受入環境の整備，ターゲットに応じた戦略的なプロモーション

を実施した。 

 令和４年度においては，新型コロナ感染拡大による観光客のニーズの多様化や今後も

起こりうる急激な環境変化等に柔軟に対応できるよう，年齢や性別等の属性に加えて，

行動パターンや趣向など，詳細な観光客の情報を的確に把握しつつ，より精度の高いマ

ーケティングを通じて，ブランド価値向上につながる魅力づくりや誰もが快適かつ安心

して観光を楽しめる受入環境整備，広島ファンの増加など，自立的・継続的な観光産業

の確立に向けた観光構造の改革に取り組んでいく。 

 具体的には，多様化するニーズを踏まえた上で，観光関連事業者のみならず，IT関連

産業や製造業・小売業など異業種を含む幅広い事業者と連携しながら，本県ならではの

高い価値を提供できる，多彩で魅力的な観光プロダクトを数多く開発していく。 

 また，高齢者や外国人観光客を含めた全ての観光客がストレスなく安全・安心に広島

で周遊観光を楽しめるよう，観光客視点に基づくおもてなしの質の向上に向けた，事業

者による自発的な取組を促進する。 

 さらに，新しく開発されたプロダクトや観光地の安全・安心情報等について，ＳＮＳ

の台頭や口コミの重要性の高まりなど観光情報の収集手段の変化を踏まえ，各ターゲッ

トに応じた効果的なプロモーションを実施するほか，共感が得られるメッセージの発信

等により，広島の魅力を自発的に発信してもらえる広島ファンの増加を図る。 
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□ 世界とつながる空港機能の強化（交流・連携基盤） 

・空港運営会社と協働した利用促進策の実施による空港利用者増加及び航空ネット

ワークの拡充 

・多様なニーズに対応したアクセス手段の確保等による空港アクセスの利便性向上 

令和３年７月から空港運営を開始した広島国際空港株式会社（ＨＩＡＰ）が掲げ

る広島空港の将来ビジョンの達成に向けて，連携して取り組む必要がある。 

引き続き，令和４年度においても，新型コロナの影響を注視しながら既存航空路

線を維持していくとともに，新型コロナからの回復期に発生すると見込まれる大き

な需要を確実に掴めるよう，ＨＩＡＰと協働し，効果的な利用促進策を実施するな

ど，旅客需要の拡大や路線誘致に取り組む。 

 また，空港アクセスについては，ＨＩＡＰや関係機関と連携し，新型コロナの影

響下において必要な空港アクセスバス路線・便数の維持とともに，多様なニーズに

対応できるアクセス手段の確保など，空港利用者の利便性向上に取り組む。 

 

３ 新型コロナなどにより顕在化した構造的な課題への対応 

（１） 適散・適集社会の実現 

□ 働き方改革の促進（働き方改革・多様な主体の活躍） 

・新しい生活様式を踏まえたテレワーク等の導入促進 

 新型コロナ対策により，オンライン会議やテレワークなどの時間や場所にとらわ

れない柔軟な働き方が急速に広がってきたが，特にテレワークに関しては自社の業

務上難しいと考え，導入が進んでいない企業が依然として多い。テレワーク等の柔

軟な働き方は，働く人の生活の質の向上のみならず，企業の維持・成長につながる

ものであることから，取組の一層の推進が必要である。 

 令和３年度は，テレワーク等の有効性の理解と導入を促進するため，業種・業務

別セミナーを通じて，活用事例や取組のノウハウを周知するとともに，伴走型支援

を通じた，県内企業のモデルとなる成功事例を創出してきた。 

令和４年度は，引き続き，成功事例を創出し，そのメリットやノウハウをセミナ

ー等により普及・啓発するとともに，新たに，ノウハウ不足等の理由でテレワーク

を導入できていない企業に対する体験・着手支援に取り組む。 

 

□ 新たな事業展開に向けたチャレンジ支援（中山間地域） 

・様々な人が，地域特性を生かして働き続けられる環境づくり 

 サテライトオフィスの誘致に取り組む中山間地域を有する市町は，これまでの６

市町から 11 市町となり，累計の進出決定企業数は，令和３年度目標 25 社に対し，

令和３年 10 月時点で 23 社となった。 

 その一方で，これまで取組を行ってきた６市町と令和３年度から新たに取組を開

始した５市町では，取組熟度に差があることから，令和４年度においては，11 市町
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それぞれの地域特性を生かした誘致策が展開できるよう，先行事例の共有などを通

じた取組の後押しを行いつつ，取組の拡大を進める。 

 また，デジタル人材，デジタル企業，市町がつながる場として開設したオンライ

ンコミュニティには，令和３年７月の開設から約３か月間で，450 名以上の登録を

得ており，30 社以上の登録企業と交流を進めているところである。 

 引き続き，本県中山間地域に進出した企業の先行事例の紹介や，11 市町及び登

録企業からの情報提供などを通じ，交流の場としての機能をより高め，登録者の裾

野を拡大する。 

 さらに，令和４年度においては，登録者の中から本県への進出を検討するデジタ

ル企業並びに，その企業とマッチする人材の確保を進めるとともに，ひろしま暮ら

しサポートセンターと合同での移住セミナーの開催など，移住施策とも連携した取

組に注力していく。 

 

□ 持続可能な生活交通体系の構築（中山間地域） 

・広島型ＭａａＳの推進 

 デジタル化の進展は，中山間地域における交通の諸課題を克服できる可能性を秘

めており，交通と医療，福祉，商業等を結び付けた新たな交通サービスとして「広

島型ＭａａＳ」を推進しているところである。 

 令和３年度は，広島型ＭａａＳのモデル市町を２市町選定し，ＭａａＳ実装計画

の策定や実証実験を実施した。 

令和４年度はそれぞれの地域において，実証・社会実装に向けた取組を進めてい

くとともに，新たに計画の策定を検討する市町に対しても，助言や先行事例の共有

等の支援を行う。 

 また，広島型ＭａａＳの取組を支えるため，交通政策を担う市町職員に対する研

修や，データ基盤づくりにも取り組む。 

 

（２） 激甚化・頻発化する気象災害等への対応 

□ ハード対策等による事前防災の推進（防災・減災） 

・防災施設整備等による事前防災の着実な推進 

 本県は，全国最多の土砂災害警戒区域を有しており，更には毎年のように大規模

な災害が発生するなど，近年の地球温暖化等による気象災害の激甚化・頻発化や南

海トラフ巨大地震等が懸念される中，県民の生命や財産を守るため，防災施設整備

等による大規模災害への備えを着実に進める必要がある。 

 引き続き，令和４年度においても，平成 30 年７月豪雨や令和３年７月・８月豪

雨等による被災地の早期の復旧・復興のため，公共土木施設や農地・農業用施設の

災害復旧などの災害関連工事や，再度災害防止に向けた河川における改良復旧事業

及び砂防激甚災害特別緊急事業等に全力で取り組む。 

また，激甚化する気象災害や巨大地震から人命を守り，社会経済活動への影響を
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最小限とするため，社会資本未来プラン及び事業別整備計画に基づき，市街地や住

宅地における浸水被害を軽減するための治水対策や，防災拠点などの災害時に重要

となる施設を保全する土砂災害対策，緊急輸送道路の橋梁耐震補強や法面対策など，

より効果的かつ効率的な防災施設整備による事前防災を着実に推進していく。 

 さらに，流域における治水対策の全体像を示した「流域治水プロジェクト」につ

いて，令和２年度末に策定した県内一級水系及び二級水系手城川に続いて，他の二

級水系においても現在策定に向けて取り組んでいるところであり，引き続き国や市

町，地域住民・企業などあらゆる関係者が協働して，河川改修や雨水貯留施設整備，

ため池の活用，防災まちづくり等，総合的・多層的に治水対策に取り組んでいく。 

 ため池対策については，ハザードマップの作成と公表を促進し，住民の迅速な避

難に必要となる情報の認知を高めるとともに，健全度や決壊した場合の影響などを

考慮しながら，補強・廃止工事を計画的に進める。加えて，広島県ため池支援セン

ターを活用しながら管理者を技術的にサポートする仕組みを充実させる。 

 建築物の耐震化については，令和３年度に，市町と連携して所有者の意向を確認

しながら，補助事業の活用を促してきた。引き続き令和４年度においても，所有者

に対する戸別訪問等による取組を実施し，補助事業の活用を通じた耐震改修，建替

え，除却の促進を図る。 

 

□ 防災教育の推進（防災・減災） 

・「ひろしまマイ・タイムライン」を活用した防災教育の推進 

・防災アプリを活用した適切な避難行動の促進 

 いざという時に，県民一人一人が，災害から命を守るために適切な避難行動をと

るためには，居住地の災害リスクや，災害の種類に応じた避難場所，避難のタイミ

ングを平時から正しく認識しておく必要がある。 

 これまで，自然災害に備えて日頃から行うべきことや，いつのタイミングで何を

すべきかなどをあらかじめ決めておく，「ひろしまマイ・タイムライン」の教材を

県内全ての小学校に配布し，授業や宿題等での活用を働きかけてきたが，市町や学

校単位で取組状況に差が生じていた。 

令和３年度においては，学校現場の意見を踏まえ，教材の改善を図るとともに，

防災教育を実践する推進員を設置し，小学校等での出前講座に派遣するなど，「ひ

ろしまマイ・タイムライン」を活用した防災教育の充実を図ってきた。また，広く

県民に普及するため，ヤフー株式会社に企画段階から開発協力し，災害リスクの情

報を簡単に入手できる防災アプリ「Yahoo!防災速報」にマイ・タイムラインの機能

を実装したところである。 

 令和４年度は，小学校に加え，中学校や自主防災組織等を対象に，推進員の派遣

による出前講座や地域の防災教室を開催するなど，「ひろしまマイ・タイムライン」

を活用した防災教育の更なる推進に取り組むとともに，マイ・タイムラインの機能

を実装した防災アプリをより多くの県民に活用いただけるよう，各ターゲット層に

応じた効果的なプロモーションを展開していく。 
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□ きめ細かな災害リスク情報の提供（防災・減災） 

・居住する地域や個人ごとに応じた様々なリスク情報をリアルタイムで県民に発信 

・地域住民が常日頃から災害リスクを認識できるよう，個人ごとのリスク情報をお

知らせする仕組みの構築 

 県民自らが適切な避難行動につながるよう，きめ細かな防災情報を提供する取組

や災害リスクを正しく認識できる取組を推進していく必要がある。 

 地先ごとの洪水危険度を伝える水害リスクラインの提供については，令和３年度

にモデル河川における水位予測モデルを構築した。令和４年度は，構築したモデル

の試行運用を開始し，精度の検証を行うとともに，予測精度向上のための簡易型水

位計の設置を進めるなど，運用に向けた取組を推進する。 

 民間防災アプリなど様々な媒体を活用した防災情報の発信については，令和４年

度から，洪水浸水想定区域図などの防災情報について，民間企業と連携した情報の

発信を推進していく。 

 土砂災害警戒情報の精度向上や発表区分の細分化については，令和３年度に発表

基準の見直しを行うとともに，広島市における発表単位の細分化について運用を開

始している。令和４年度からは，更なる土砂災害警戒情報の精度向上のため，気象

庁や市町の意向，災害や降雨状況等を把握・分析・考察しながら，効果の検証や発

表基準の更なる見直し等を適宜実施していく。 

 水害リスク情報空白地帯解消のための中小河川の洪水浸水想定区域図等の作成

については，令和３年度において，想定し得る最大規模の降雨を対象とした洪水浸

水想定区域図の作成・公表が完了した。引き続き，市町における避難計画やまちづ

くりへの活用を目的に，より中高頻度の降雨を対象とした多段階の浸水想定区域図

の作成を進める。また，生活空間に想定される浸水深を示した標識（まるごとまち

ごとハザードマップ）の設置についても，計画的に実施していく。 

 土砂災害警戒区域等を示した標識の設置については，土砂災害警戒区域等の認知

度の向上を図るため，令和５年度までに土砂災害警戒区域等を有する県内 420 小学

校区を対象とし，土砂災害警戒区域等を示した標識を小学校正門付近などに計画的

に設置していく。 

 土砂災害警戒区域等の３Ｄマップ化とＡＲ技術の活用による災害リスクの可視

化については，令和３年度に「土砂災害ポータルひろしま」において土砂災害警戒

区域の３Ｄマップ化の運用開始とＡＲ表示のシステム改修を実施した。令和４年度

からは，これらの成果について砂防出前講座等の防災教育への活用や効果の検証を

行うとともに，洪水浸水想定区域等他のハザード情報との重ね合わせや立体化など，

３Ｄマップ化とＡＲ表示に関する情報の拡充に取り組む。 

  

□ 災害に強い都市構造の形成（持続可能なまちづくり） 

・市街化区域内の土砂災害特別警戒区域を市街化調整区域に編入 

 安全・安心に暮らせる都市の実現に向けて，市街化区域内の土砂災害特別警戒区
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域を市街化調整区域に編入する取組を進め，災害ハザードエリアにおける開発を抑

制する必要がある。まずは市街化区域の縁辺部における山地や農地などを対象箇所

として，令和６年度の都市計画変更に向けた取組を市町と連携しながら先行的に進

める。 

令和３年度は，市町と協議を重ね，進め方を盛り込んだ取組方針を策定し，この

取組に対する住民等の意識醸成を図るため，ホームページや広報誌等による周知を

行うとともに，地元説明会などの準備が整った箇所から市町と連携して地域との調

整を開始した。令和４年度は，引き続き周知を図りながら，関係者との調整を進め，

市街化調整区域に編入する箇所を確定する。 

 

（３） デジタル化への対応 

□ 学びの変革の推進（教育） 

・児童生徒の主体的な学びを促進する教育活動の充実に向けたカリキュラムの質的向上 

・教員の資質・能力の向上 

 デジタル技術の進展・高度化をはじめ，社会環境や国際情勢等が，急速かつダイ

ナミックに変貌していくことが予測される中，このような変化にも柔軟に対応し，

活躍できる人材を育成していくことが一層重要となってきており，こうした人材を

育成していくため，「学びの変革」を更に加速させていく必要がある。 

 児童生徒の主体的な学びを促進する教育活動の充実に向けた，カリキュラムの質

的向上については，令和３年度から，小・中学校間で系統的に資質・能力を育むこ

とを目指したカリキュラムの開発や，高等学校段階における，学科等の特色を生か

したカリキュラムの開発等のモデル事業に着手したことから，令和４年度も，引き

続きモデル事業に取り組みつつ，その成果を全県で共有していく。 

 加えて，高等学校段階では，モデル事業の普及後を見据え，文理や教科の枠を越

えて，生徒が自身の興味・関心に応じて，探究的に学ぶことができるカリキュラム

の将来的な全県展開を目指した研究に着手する。 

 また，小・中学校段階では，児童生徒一人一人の学習進度や興味関心・特性等に

応じた多様な学びの選択肢の提供に向けた効果的なカリキュラムの在り方等につ

いての実証研究によるこれまでの成果を基に，令和４年度以降，各市町で個別最適

な学びを推進できるよう，実践報告会の実施や，これらの実証研究を踏まえた取組

を実施する市町への指導助言を行うことにより，支援していく。  

 更に，全ての教員が児童生徒の学びを支えるファシリテーターとしての役割を担

うことができるよう，令和３年度に，教員研修について，民間プログラムを活用し，

ＰＢＬの視点を取り入れた内容に再構築した。 

令和４年度も，民間プログラムを活用しながら，ＰＢＬの視点を取り入れた教員

研修を行い，教員の資質・能力の向上に取り組むとともに，令和６年度以降は民間

プログラムを活用せず県単独で同様の研修が実施できるよう，指導者の養成を行っ

ていく。 
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また，学校生活や学習にデジタル機器をツールとして，日常的に活用できる環境

の構築に向けて，令和３年度に，全県立学校の校内通信ネットワークを整備すると

ともに，デジタル技術を活用した授業スキルの向上を図るための教員研修を実施し

た。令和４年度も，引き続き，こうした研修を行い，教員のデジタル技術を活用し

た授業スキルの向上を図っていく。 

 

□ 高等教育の充実（教育） 

・大学連携によるデジタルリテラシー教育の推進 

 18 歳人口の減少に伴い，大学運営が厳しさを増す中，グローバル化の進展やデ

ジタル技術の浸透など，新たな課題に対応するには，個々の大学・短大による取組

では限界があるため，より一層，大学連携による取組を強化していく必要がある。 

 こうした中，まずは，デジタル分野への対応として，県内大学・短大の学生が必

要なデジタルリテラシーを修得できる環境整備に向け，（一社）教育ネットワーク

中国の大学連携の枠組みを活用し，令和３年度に取りまとめたリテラシーレベルの

カリキュラムについて，令和４年度に県内大学等への提供を開始する。 

 

□ ライフステージに応じた県民の健康づくりの推進，県内企業と連携した「から

だとこころ」の健康づくりの推進（健康） 

・健康データとデジタル技術を活用した健康づくりの推進 

・「健康経営」実践企業の拡大推進 

 生涯にわたって健康を維持していくためには，若い時期からの適切な生活習慣の

定着が重要であるが，同世代をターゲットとしたこれまでの施策は，食生活の改善

や運動習慣の推進に向けた普及・啓発など機運醸成に留まっていることから，今後

は，行動変容につながる実効性のある対策を講じていく必要がある。また，近年，

健康経営の取組が進みつつあるが，県内従業者の約８割を占める中小企業では，健

康経営に取り組む企業の割合が未だに低い状況にあることから，働き盛り世代への

アプローチとして，健康経営の実践企業の拡大を推進する必要がある。 

 健康経営に取り組む県内企業と連携し，働き盛り世代の従業員に対して，健診デ

ータを活用し，ＡＩ技術を用いた将来の健康リスクの「見える化」やスマートフォ

ンのアプリ等を活用した生活習慣の改善方法の提案により，行動変容につながる実

効性のある取組を検証する実証試験を令和３年 12 月から３年間の予定で開始した。  

令和４年度も引き続き実証試験を進め，アジャイル開発手法の考え方を参考に，

繰り返し介入内容の見直しを行うことで，健康データとデジタル技術を活用した健

康づくりを推進するための生活習慣改善に係るエビデンスを蓄積する。 

 従業者の約８割を占める中小企業をターゲットに，令和３年度から，セミナーの

開催等により，健康経営の効果等の理解の促進及び実際の取組手法等を習得させ，

実践企業の拡大を図ってきたところである。令和４年度も引き続き，県内中小企業

に対する健康経営の普及を加速するとともに，令和２年度に創設した健康経営優良

企業表彰により，好事例を広く展開することにより，健康経営の取組の質の向上を
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図り，県内企業の「健康経営」取組実施率を押し上げ，将来的な健康寿命の延伸に

つなげていく。 

 

□ 高度医療機能と地域の医療体制の確保（医療・介護） 

・医療分野のＤＸ推進 

近年，ＩＣＴやＡＩなどデジタル技術の発展は目覚ましく，人口減少・超高齢社

会が到来し，医療従事者等の働き方改革も推進される中，新たな技術を活用して，

適切な医療・介護サービスを効果的・効率的に提供することが期待されている。こ

のため広島県における医療情報を連携・集積し，利用価値を高めていくための中長

期のイノベーション指針となる「ひろしまメディカルＤＸ構想」を広島県地域保健

対策協議会において令和３年４月に策定し，目指す姿に沿った施策や検討を進めて

いる。 

また，感染拡大時や災害時の活用が見込まれるオンライン診療・服薬指導につい

ては，遠距離や接触の課題をクリアできる一方で，対面に比べ情報が少ない中で医

師が診断を行う難しさなどが課題として挙げられる。 

令和３年度は，「ひろしまメディカルＤＸ構想」の目指す姿のうち「健康づくり

／広島県版ＰＨＲの構築」と「救急・災害等の備え／電子版命の宝箱の普及拡大」

を優先して，関係機関と協働して取り組んでおり，「健康づくり／広島県版ＰＨＲ

の構築」については，「ひろしま医療情報ネットワーク（ＨＭネット）」の機能を生

かしながら，集積すべき健診・検査のデータやデータ収集にあたっての課題とその

対応等の検討を行っている。 

また「救急・災害等の備え／電子版命の宝箱の普及拡大」については，広島市を

中心とした消防機関と連携して，電子版命の宝箱を活用した「救急支援・災害対策

システム」の試行や同システムの関係機関の連携構築のためのセミナーの開催に取

り組んでいる。 

令和４年度は，「健康づくり／広島県版ＰＨＲの構築」について，広島県地域保

健対策協議会での検討を踏まえた広島版ＰＨＲの具体化やデータ収集の推進を，ま

た「救急・災害等の備え／電子版命の宝箱の普及拡大」については，「救急支援・

災害対策システム」の試行の検証を踏まえつつ同システムの県内自治体への横展開

を進めていく。 

 また，オンライン診療・服薬指導については，令和３年度に試行実施したオンラ

イン診療・服薬指導の検証をもとに，裾野の拡大や，好事例の横展開及び医師等に

対する知識の習得支援を進めるとともに，関係機関と連携した中山間地域における

診療支援の仕組みづくりを検討していく。 

  

□ デジタル技術を活用したインフラマネジメントの推進（防災・減災） 

・ＤｏｂｏＸ運用開始など広島デジフラ構想に掲げる取組の推進  

 デジタル技術が急速な進展を続ける中，ＤＸ推進による社会課題の解決と経済発

展を図っていくことが必要とされており，建設分野においても，デジタル技術を最
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大限に活用し，建設工事の生産性向上や，データの利活用による新たなサービスや

付加価値の創出などに取り組む必要がある。 

 建設分野においては，調査，設計，施工から維持管理のあらゆる段階において，

官民が連携してインフラを効果的・効率的にマネジメントしていくため，「広島デ

ジフラ構想」（以下，「構想」）」を令和３年３月に策定した。 

 構想に基づき，令和３年度は，データの一元化・オープンデータ化を可能とする

インフラマネジメント基盤「ＤｏｂｏＸ」のシステム基盤の開発を開始したほか，

建設工事の生産性向上を図るため，３次元モデル等を活用したＣＩＭの導入に向け

た，各種要領・要綱を策定するなどの取組を実施した。 

 令和４年度は，インフラマネジメント基盤「ＤｏｂｏＸ」の運用を開始し，オー

プンデータ化とデータ連携を順次拡大していくとともに，令和７年度の主要な構造

物のＣＩＭの完全実施に向けて取り組む。 

 

□ 産業ＤＸ・イノベーション人材の育成・集積（産業イノベーション） 

・価値創出のベースとなるデジタル人材等の育成 

・成長分野への労働移動の促進 

 技術革新の進展や新型コロナの感染拡大などによる急激な社会環境変化が起き

る中，県経済が持続的に発展していくためには，基幹産業であるものづくり産業を

はじめとした県内産業が新たなデジタル技術と一体化していくことにより，新たな

ビジネスモデルが創出されるなど，更なる発展を遂げる必要がある。 

その原動力となるのは人材であり，公共職業訓練においては，従来の技術・技能

に加え，デジタル技術の活用に必要な知識・スキルを併せ持ち，環境変化に対応で

きる人材の育成を担っていく必要がある。 

 一方で，デジタル化による技術革新は，省人化による労働力不足の解消につなが

る反面，従来の雇用が失われる可能性が指摘されており，新たな雇用の受け皿とな

り得るデジタル分野をはじめとした成長分野への労働移動が喫緊の課題である。 

 令和４年度において，県立技術短期大学校の訓練カリキュラム及び訓練科名を変

更し，デジタル技術分野に係る訓練内容の強化に取り組む。 

また，産業ＤＸの加速に向けた産学官連携によるデジタル人材育成の仕組みの構

築や，国のデジタル人材育成の方向性を踏まえた社会人のリスキリングの推進など，

産業ＤＸを牽引する人材の育成や定着の仕組みを検討・実施する。 

  

□ スマート農業の実装等による生産性の向上（農林水産業） 

・農業経営モデル構築のためのスマート農業技術の実証 

 農業分野においても，ロボットやＡＩ，ＩｏＴなどを取り入れ，生産性を飛躍的

に高めるスマート農業技術の実装が全国的に始まっているが，中山間地域では活用

しにくい技術が多いことから，本県の生産条件に応じたひろしま型の技術を構築す

る必要がある。 

 このため，県内で生産量などが多い品目について，中山間地域に適応した技術の
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開発と改良を行い，収益性の高い経営モデルを構築して，県内各地にスマート農業

の実践を進める。 

 令和３年度は，ほうれんそうなどの軟弱野菜，ねぎ及びぶどうの３つのテーマに

取り組んでいる。 

 令和４年度も，新たに３つのテーマを選定し，実証試験を行う。 

 また，スマート農業の普及を加速させるため，生産者データの蓄積を進めるとと

もに，先進県と連携してデータを多くの農業者間で共有することで，技術の導入効

果を最大限発揮できる環境整備に取り組む。 

 

□ データと新技術を活用したまちづくり（スマートシティ化）の推進（持続可能

なまちづくり） 

・都市計画基礎調査情報のオープンデータ化による利活用 

 都市や地域が抱える諸課題の解決を図るため，オープンデータ化やＡＩ・ＩｏＴ

などの新技術の利活用により，防災や交通などの地域課題を解決するスマートシテ

ィ化を推進していく必要がある。 

 都市の現況や将来の見通しを把握するため，令和３年度から５年度にかけて実施

する都市計画基礎調査において，令和３年度はオープンデータ化を前提とした調査

を実施しており，防災指針を策定する海田町において先行的に３Ｄ都市モデルの構

築を進めている。令和４年度以降も，引き続きオープンデータ化や３Ｄ都市モデル

の構築に向けた都市計画基礎調査を行うとともに，データと新技術の利活用事例等

を市町と共有しながら，スマートシティ化を促進する。 

 

４ それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 

（１） 県民の挑戦を後押し 

① 県民が抱く不安を軽減し『安心』につなげる 

□ 妊娠期からの切れ目ない見守り・支援の充実（子供・子育て） 

・ひろしま版ネウボラの構築に向けた取組（再掲） 

・リスクが表面化する前に予防的な支援を届ける仕組みの構築（再掲） 

 全ての子供と子育て家庭が安心して暮らし，子育てができるよう，子供を取り巻

く関係機関が連携し，妊娠期からの切れ目のない見守り・支援を行うとともに，児

童虐待などの様々なリスクを早期に把握し，リスクが重篤化する前に必要な支援を

届ける仕組みを構築する必要がある。 

 地域の関係機関と一体となって子育て家庭を見守る仕組みである「ひろしま版ネ

ウボラ」は，13 市町において実施されているが，令和４年度も引き続き，全県展開

に向け，その理念や機能を関係者や県民に浸透させるとともに，これまでの取組の

評価検証結果を踏まえ，全ての子育て家庭の把握や関係機関連携等の市町における
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取組の強化・改善につなげていく。 

 また，令和２年度から６年度までを実証試験期間として位置付け，モデル４市町

において，未就学児までを主な対象とするネウボラの取組を更に発展させ，福祉部

門や就学後の教育現場など，関係機関との連携を一層強化し，ＡＩを活用して子供

の育ちに関係する様々なリスクを予測し，リスクが表面化する前に家庭や子供に予

防的な支援が届けられる仕組みの構築を進める。令和４年度は，２市町において把

握したリスクを基に必要な支援を届ける取組を試験的に進めるとともに，その他２

市町においては，ＡＩシステムの開発やその導入に向けた取組を行う。 

 

□ 子供の居場所の充実（子供・子育て） 

・待機児童解消に向けた保育所入所事務デジタル化の促進 

 保育の受け皿の拡大を図っているが，それを上回る保育ニーズや保育のミスマッ

チにより，依然として一部の市町において待機児童が発生している。 

 待機児童の解消に向けて，令和３年度から新たに，ＡＩを導入し保育所入所調整

事務を最適化・効率化することにより，短縮した時間を活用して保護者への個別対

応を充実させる取組を行っている。 

 令和４年度も引き続きＡＩを活用した入所調整事務の最適化・効率化に取り組む

とともに，県民サービスの向上のため，市町と連携して，県内全ての市町における

入所事務全般のデジタル化について検討を進める。 

 

□ 児童虐待防止対策の充実（子供・子育て） 

・こども家庭センターの機能強化 

児童虐待相談対応件数が増加する中，複雑な家庭環境などを背景として，医療，

教育，司法の関係者との連携を要する高い専門性が必要な事案や複雑化する事案へ

の適切な支援が求められており，こども家庭センターの更なる専門性の強化と市町

との適切な役割分担と連携が必要である。 

そのため，県全体としての児童虐待対応力強化に向け，体制構築や研修等の充実

などを図りつつ，令和２年度に発生した死亡事案による検証結果を踏まえ，令和４

年度は，外部人材の経験とスキルや視点を取り入れながら，こども家庭センターに

おける職場の活性化と効果的な業務改善策の実現や客観性の確保などを進める。 

 

□ 乳幼児教育・保育の充実（教育） 

・園所等における教育・保育の質の向上に向けた幼児教育アドバイザー訪問事業の

活用促進，自己評価の手法の開発 

・小学校と園所等が子供たち一人一人の育ちや支援の在り方を共有するための取組

の充実 

・乳幼児期の教育・保育の基本的な考え方の共感的理解の促進に向けた学習コンテ

ンツの作成及び効果的な情報発信による家庭教育支援の充実 

 乳幼児期の教育・保育の充実に向けて，家庭や園所等，更には小学校等がその基
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本的な考え方について共通認識に立った上で取組を推進していく必要がある。 

 園所等に対する各種研修の参加者数やアドバイザー訪問の訪問件数等は増加傾

向にあるが，本県の目指す乳幼児の姿に対する更なる理解浸透や園所等の教育・保

育士の資質向上等に向け，令和４年度以降も，より多くの園所等での活用・参加を

促していく。特に，アドバイザー訪問事業については，より具体的に訪問内容や活

用の効果を紹介することなどにより，未訪問園所等の活用を促していく。 

また，園所等において子供の見取りが客観的に行われ，日々の教育・保育の振り

返りに活用されるような指標の開発に取り組む。 

幼保小連携教育の推進については，子供たちが園所等から小学校へスムーズに移

行するための接続カリキュラムの作成等に取り組んできたところであるが，小学校

と園所等が子供たち一人一人の育ちを共有し，小学校教育に生かしていけるよう，

令和４年度以降は，小学校の教員等による保育参観等を推進するなど，子供たちの

育ちや支援の在り方の共有に向けた取組を充実させる。 

 家庭教育支援の充実に向けては，啓発資料の作成や親子参加型イベントの実施な

ど，乳幼児期の教育・保育の基本的な考え方の共感的理解の促進に向けた取組を行

ってきたが，家庭を取り巻く環境が変化するとともに，依然として多くの保護者が

子育てについて不安や悩みを抱えているといった状況がある。 

全ての保護者に対し，「育みたい子供の姿」や「家庭の役割」，「子供との関わり

方」など，保護者が「親」として学ぶべきことを届けていくため，令和４年度から

は，親の関心度や行動特性に対応した効果的なアプローチにより必要な支援や情報

を提供していく。 

 

□ 学びの変革の推進（教育） 

・児童生徒の主体的な学びを促進する教育活動の充実に向けたカリキュラムの質的

向上（再掲） 

・教員の資質・能力の向上（再掲） 

  

□ 学びのセーフティネットの構築（教育） 

・不登校等児童生徒の学校・社会とのつながりが途切れないための居場所づくりの

推進 

 学級に居づらさを感じている児童生徒や，不登校及び不登校傾向にある児童生徒

が，個々のペースで学習に取り組むとともに，他者との関わりを持ち，社会とのつ

ながりを維持するための居場所づくりを推進する必要がある。 

 スペシャルサポートルーム（ＳＳＲ）の整備については，不登校ＳＳＲ推進校を

指定し，県教委の指導主事が週１回訪問を通して，ＳＳＲの環境整備や運営，個別

のサポート計画の作成など市町教育委員会や学校の支援を行ってきた。また，不登

校等児童生徒への支援のノウハウを蓄積・検証するために，ＦＤＰアセスメントを

実施し，対人関係，思考などの状況を客観的に把握し，支援の効果の検証を行って

きた。令和４年度はこれらの取組を継続するとともに，ＳＳＲ運営ガイドブックの



27 

作成や市町教育委員会主催研修への講師の派遣等を通じて，これまで蓄積してきた

ノウハウを全県に普及させるとともに，現在，ＳＳＲを利用していない児童生徒に

対しても支援を行うことで，不登校等児童生徒の居場所づくりをより一層推進する。 

 フリースクール等民間団体との連携については，フリースクールの実態を把握す

るためのヒアリングやフリースクールと県教育委員会及び市町教育委員会との連

携に係るプラットフォームの構築に向けた情報共有会の実施などに取り組んでき

た。令和４年度は，更に学校も含めて情報を共有できる仕組みの構築と連携体制構

築に係る事例を収集・発信することにより，市町教育委員会及び学校の取組を支援

する。 

 

□ 高等教育の充実（教育） 

・大学連携によるデジタルリテラシー教育の推進（再掲） 

 

□ ライフステージに応じた県民の健康づくりの推進，県内企業と連携した「から

だとこころ」の健康づくりの推進（健康） 

・健康データとデジタル技術を活用した健康づくりの推進（再掲） 

・「健康経営」実践企業の拡大推進（再掲） 

 

□ がんなどの疾病の早期発見・早期治療の推進（健康） 

・企業や保険者と連携したがん検診・特定健康診査の受診促進 

 これまで，がんなどの疾病の早期発見・早期治療を推進するため，「デーモン閣

下」を起用した啓発キャンペーンを展開するとともに，「働く女性」・「中小企業の

従業員」・「従業員の家族」といったターゲットに対して個別に受診を促す取組等を

実施してきた。 

 その結果，検診（健診）受診率は上昇傾向にあるものの，がん検診受診率は胃

41.3％，肺 45.9％，大腸 41.0％，子宮 43.6％，乳 43.9％（令和元年），特定健康

診査実施率は 51.2％（令和元年度）と，依然として全国平均を下回っていることか

ら，令和４年度は，これまで効果のあった企業及び保険者等と連携した取組を継続

するとともに，ライフイベントの機会を捉えた受診勧奨等に取り組み，がんなどの

疾病の早期発見・早期治療を一層推進する必要がある。  

 具体的には，全国健康保険協会に加入する中小企業のうち，がん検診未実施又は

受診率が低い企業に対して「がん対策職域推進アドバイザー」の訪問（再訪問）に

よる支援を継続し，より効果的な資材の作成や協会けんぽとの協業強化をしながら，

がん検診と特定健康診査とがセットになった「生活習慣病予防健診」の実施を促す。 

 また，既に受診率が高い企業に対しても，従業員の全対象者が受診するよう呼び

掛け，がん検診・特定健康診査の受診率底上げを狙う。 

 加えて，商工会議所等の経済団体が実施する研修会等の会合に出席し，企業の「健

康経営」の取組の一環として，「がん検診」についても積極的に受診されるよう働

きかけを行い，「がん検診サポート薬剤師」の派遣による「がん検診」の啓発・勧
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奨を行うなど，事業所としてのがん検診への取組を支援していく。 

 さらに，市町とも連携し，成人・結婚・退職といったライフイベントの機会を捉

えた新たな受診勧奨等にも取り組む。 

 

□ 高度医療機能と地域の医療体制の確保（医療・介護） 

・医療の高度化と医師の偏在解消（再掲） 

・地域医療構想の着実な推進（再掲） 

・医療分野のＤＸ推進（再掲） 

 

□ ハード対策等による事前防災の推進（防災・減災） 

・防災施設整備等による事前防災の着実な推進（再掲） 

 

□ 防災教育の推進（防災・減災） 

・「ひろしまマイ・タイムライン」を活用した防災教育の推進（再掲） 

・防災アプリを活用した適切な避難行動の促進（再掲） 

 

□ きめ細かな災害リスク情報の提供（防災・減災） 

・居住する地域や個人ごとに応じた様々なリスク情報をリアルタイムで県民に発信

（再掲） 

・地域住民が常日頃から災害リスクを認識できるよう，個人ごとのリスク情報をお

知らせする仕組みの構築（再掲） 

 

□ デジタル技術を活用したインフラマネジメントの推進（防災・減災） 

・ＤｏｂｏＸ運用開始など広島デジフラ構想に掲げる取組の推進（再掲） 

 

□ 交通事故抑止に向けた総合対策（治安・暮らしの安全） 

・交通安全施設等整備による道路交通環境の整備 

 交通事故死者数，交通事故重傷者数の減少に向け，交通指導取締りや各種交通安

全対策を推進するとともに，より安全な道路交通環境を整備する必要がある。 

令和４年度も，道路管理者と連携して「ゾーン３０」など歩行者視点の安全対策

により生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備を推進するととも

に，交通安全施設等については，老朽化した交通安全施設の更新や摩耗した横断歩

道の補修など適切な維持管理を図りながら，信号灯器のＬＥＤ化など交通の安全に

資する整備を推進する。 

 

□ 犯罪被害者等への支援（治安・暮らしの安全） 

・犯罪被害者等への支援機能・体制の強化 

 犯罪被害者等が，早期に被害の軽減と回復を図るためには，多様な主体が協力し，

取組の充実を図り，必要な支援が途切れることなく提供される体制を構築するとと
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もに，社会全体の理解と配慮を促進する必要がある。さらに，犯罪被害者等の中に

は，自ら被害を訴えることが困難で，支援が行き届いていない者も少なくない。 

 このため，令和３年度中に，広島県犯罪被害者等支援条例を制定し，犯罪被害者

等支援の基本理念，各主体の責務・役割，県の基本的施策，推進体制などを明らか

にする。 

令和４年度には，県内全域を対象とする相談窓口やコーディネート機能の強化等

により，支援基盤を整えるほか，犯罪被害者等が置かれている状況について，社会

全体の理解促進のための広報を推進する。さらに，被害が潜在化しやすい子供や性

犯罪・性暴力被害者について，年代に応じた広報啓発を推進するなど，支援の充実

を図る。 

 

□ 水道事業の広域連携（治安・暮らしの安全） 

・広島県水道企業団の設立 

・統合以外の連携策の実施 

・広域運転監視システムの構築 

 将来にわたり，安全・安心な水を適切な料金で安定供給できる水道システムを構

築するため，県と市町が一体となって水道事業の広域連携に取り組むことにより，

水道事業の経営基盤の強化を図る必要がある。 

 県内水道事業の統合の受け皿となる水道企業団の令和５年４月の事業開始に向

け，広島県水道企業団設立準備協議会において，運営体制の整備や事業計画（案）

の策定等の準備を進め，市町と県で構成する企業団を令和４年 11 月に設立する。 

 統合以外の連携を選択した６市町に対しては，業務の効率化を図るため，職員研

修の共同実施などの連携策を，令和４年度に実施可能な取組から開始する。 

 また，業務の効率化や省力化を図るため，令和４年度から広域運転監視システム

の構築を進める。 

 

□ 働き方改革の促進（働き方改革・多様な主体の活躍） 

・新しい生活様式を踏まえたテレワーク等の導入促進（再掲） 

 

□ 若年者等の県内就職・定着促進（働き方改革・多様な主体の活躍） 

・県内高等学校・大学と連携した中小企業の魅力を知る機会の拡充 

 県外大学生のＵＩＪターン就職率は上昇傾向にあり，これまでの大学生への県内

企業を知る機会の提供等の取組の成果が見られる。一方で，県内大学生等の就職に

伴う転出の増加により，転出超過数は拡大しており，転出抑制の強化を図る必要が

ある。 

 令和３年度は，県内企業との交流会等オンラインによる取組を実施してきたもの

の，大学生等の興味・関心は，首都圏や知名度の高い企業に偏る傾向があるため，

高等学校及び大学等との連携を強化し，県内中小企業等の理解を深める出前講座等

の実施校を拡大するとともに，令和４年度からは，新たに高校生の職場体験を組み
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入れるなど，就職活動前の早い段階から，社員が意欲的に働いている県内中小企業

の魅力を知る機会を拡充していく。 

 

□ 若年者等の県内就職・定着促進（働き方改革・多様な主体の活躍） 

・ウェブ上の多段的な接点づくり等による東京圏等からの移住促進 

 「魅力発信」「マッチング」「受け皿づくり」に係る本県独自の取組を一体的に実

施することなどにより，コロナ禍においても相談件数や移住実績は着実に向上し，

移住希望地域ランキングにおいても上位に定着するなど，目標を達成している。 

 また，令和３年度においては，働き方や暮らし方に係る価値観に変化が見られ，

地方への移住希望者の動きが活発化してきた状況も見受けられる。 

 令和４年度は，ウイズコロナの価値観を的確に捉え，潜在的な層も含めた幅広い

移住関心層の本県への移住行動を更に促進していくため，他県に先駆けて構築した

ＡＩ移住相談のブラッシュアップや，ウェブ上の多段的な接点づくりを拡充し，ウ

ェブからリアルへの人の流れを拡大させる。 

 

□ 世界とつながる空港機能の強化（交流・連携基盤） 

・空港運営会社と協働した利用促進策の実施による空港利用者増加及び航空ネット

ワークの拡充（再掲） 

・多様なニーズに対応したアクセス手段の確保等による空港アクセスの利便性向上

（再掲） 

 

□ 世界標準の港湾物流の構築とクルーズ客船の寄港環境の整備（交流・連携基盤） 

・ふ頭用地拡張，荷役機械自動化の検討，航路拡充のための誘致活動など港湾物流

機能の強化 

・クルーズ客船の受入施設の整備推進 

 東南アジア諸国等との交易拡大を支えるため，広島港及び福山港においてコンテ

ナターミナルの大水深岸壁を延伸するとともに，コンテナターミナルのふ頭用地の

拡張，ターミナル背後の港湾物流用地の整備，荷役機械の自動化等による港湾物流

機能の強化を進めることとしている。令和３年度は，広島港では港湾物流用地の造

成工事などを実施するとともに，大水深岸壁延伸の事業化に向けた国による調査が

行われた。また，福山港では国による岸壁延伸工事が年度内に完成する予定である。 

令和４年度は，広島港において引き続き港湾物流用地の造成工事を着実に進める

とともに，ふ頭用地の拡張や荷役機械の自動化等の物流機能高度化の実現に向け関

係者と連携して検討し，具体的な整備計画を作成する。 

 また，航路拡充については，令和３年度は新型コロナの影響で活動が制約された

中で，可能な限り港湾の利用促進のための企業訪問を通じた情報収集，船会社への

情報提供に取り組んできたところであり，令和４年度は，感染症の収束状況を踏ま

えながら，引き続き誘致活動に係る取組を加速していく。 

 さらに，アフターコロナを見据え，クルーズ客船の受入環境の充実を図るため，
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新たな旅客ターミナル等の施設整備等に取り組む。 

 

□ 人・モノの流れを支える道路ネットワークの構築（交流・連携基盤） 

・基盤となる道路ネットワーク構築 

 生産性の向上を図るため，県内の都市部を中心に発生する渋滞による損失時間を

低減させ，既存の高速道路ネットワークへのアクセス強化等を図り，企業活動を支

える物流基盤となる道路ネットワークを構築していく必要がある。 

 引き続き，令和４年度においても，主要渋滞箇所の渋滞を緩和する道路整備を進

めること等により円滑かつ迅速な人の移動を実現するため，広域的な連携強化に資

する国直轄国道や，市町間の連携強化及び都市交通の高速性・安定性の強化等に資

する道路について，完成目標年度に向けて計画的な整備を推進する。 

 

□ ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けた地球温暖化対策の推進（環境） 

・再生可能エネルギーの導入促進 

・広島型カーボンサイクルの構築に向けた取組の推進 

 国は，2030 年度の温室効果ガス削減目標を大幅に引き上げ，2013 年度比で 46％

削減する目標を定めた，地球温暖化対策計画を改定するとともに，市町村等を対象

に，2030 年度までに全国で少なくとも 100 か所の「脱炭素先行地域」を創出する

など，地球温暖化対策を推進することとしている。 

 本県としても，令和４年度に，広島県地球温暖化防止地域計画の見直しを行い，

産業・運輸・民生など部門別の排出削減目標を引き上げるとともに，その実現に向

けて地域脱炭素ロードマップに基づく市町と連携した再生可能エネルギーの導入

促進などの取組を充実・強化する。 

また，広島型カーボンサイクルの構築に向けて，産学官による協議会を核に，二

酸化炭素を化学品や燃料等の原材料として再利用するカーボンリサイクル技術の

社会実装に向けた研究開発等を推進する。 

 

□ 地域環境の保全（環境） 

・生活系プラスチックごみの海洋流出防止対策 

海洋プラスチックごみの問題が世界的に深刻化する中，本県の宝である瀬戸内海

の環境を保全するため，2050 年までに新たに瀬戸内海に流出する海洋プラスチッ

クごみをゼロにすることを目指し，これまでの回収や清掃等の取組に加えて，飲料

メーカーや小売・流通事業者等と連携して令和３年度に設立した「GREEN SEA 瀬戸

内ひろしまプラットフォーム」において，生活系プラスチックごみの流出防止対策

に取り組んでいる。 

 令和４年度は引き続き，ペットボトル，プラスチックボトル，食品包装・レジ袋

の３品目について，重点的に使用量削減・流出防止に取り組むとともに，令和４年

度からのプラスチック資源循環促進法の施行を踏まえ，ワンウェイプラスチックの

削減や循環的利用の高度化に向けたモデル事業を参画企業等と連携し実施する。 
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② 県民の『誇り』につながる強みを伸ばす 

□ 産業ＤＸ・イノベーション人材の育成・集積（産業イノベーション） 

・価値創出のベースとなるデジタル人材等の育成（再掲） 

・成長分野への労働移動の促進（再掲） 

 

□ 中小企業・小規模企業の生産性向上・経営改善（産業イノベーション） 

・社会的課題解決等プロジェクトの取組を通じたイノベーションの創出 

 中小企業・小規模企業の持続的な発展に向けては，イノベーション創出に必要な

組織づくりを目指す民間主体による「学びの場」の定着に向けた環境整備とともに，

社会的課題解決等プロジェクトの取組を通じたイノベーションの創出によって，生

産性の向上を図っていく必要がある。 

 令和３年度までは，組織づくりやイノベーション創出に必要な知見やスキル等を

学ぶ場の提供等による企業の職場環境整備の支援を実施するとともに，学んだ知

見・技法を実践する場として，複数企業で構成されたチームによる生産性向上・社

会的課題解決プロジェクトを立ち上げ，事業化に向けた支援に取り組んできた。し

かしながら，イノベーション創出に向けた事業化プロジェクトを中長期的に持続で

きる環境が必要であるため，令和４年度からは，事業化プロジェクトについて事業

を軌道に乗せ，更なる市場獲得や拡大を目指せるよう，複数企業での生産性を高め

る環境整備等の支援に取り組む。 

 

□ イノベーション環境の整備（産業イノベーション） 

・イノベーション創出の原動力となる人材の育成と集積（再掲） 

・国や民間ベンチャーキャピタル，アクセラレータとのマッチング機会の提供，クラウド

上でのマッチング機会提供（再掲） 

 

□ 企業誘致・投資誘致の促進（産業イノベーション） 

・デジタル企業，本社・研究開発機能等多様な人材・企業の集積のための取組（再掲） 

・設備投資の促進による製造業等の拠点機能強化（再掲） 

 

□ 地域の核となる企業経営体の育成（農林水産業） 

・食のバリューチェーンを担う事業者と経営体が連携したイノベーションによる新

たなビジネスの創発 

 農林水産分野において，地域の核となる企業経営体を育成するため，経営力や販 

売力の向上に取り組んでいる中で，異業種の企業と連携した販売強化を模索するケ 

ースや，アフターコロナ，ＳＤＧｓなどの社会環境変化から発生するニーズをビジ 

ネスチャンスとして捉える動きが現れている。 
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 このため，新たに令和４年度から，経営体等の「稼ぐ力」を高めるため，マーケ

ットインの視点で生産から販売にかかるバリューチェーンを構成する様々な事業

者と経営体が連携し，専門家のアドバイスを受けながらイノベーションを起こし，

広島の誇る新商品や新サービスの提供等，新たなビジネスを創発する取組を進める。 

 

□ 持続可能な広島和牛生産体制の構築（農林水産業） 

・比婆牛のブランド向上 

広島和牛を振興する上で，ブランド化の推進が重要であるため，まずは比婆牛の

ブランディングを進めていく。 

比婆牛については，料理人から味だけでなく，歴史と伝統，牛肉の口どけなど食

味に対する評価を得ているものの，県民や観光客への認知が十分ではないことから，    

令和３年度は，料理人と連携した営業実証等を実施し，その結果を踏まえたブラン

ド戦略を策定することとしている。 

令和４年度は，ブランド戦略に基づき,料理人と連携した営業実証の強化や魅力

の訴求により，高級飲食店での取扱いを拡大する取組を進める。さらに，鹿児島県

で 10 月に開催される和牛オリンピックへの参加を通じ，本県の和牛の歴史や生産

者のこだわりを情報発信することで，比婆牛に対する共感を高め，ブランド価値向

上につなげる。 

 

□ 瀬戸内の地魚の安定供給体制の構築（農林水産業） 

・瀬戸内の地魚のブランド化 

瀬戸内の多彩な地魚が，広島を代表する食材として県民の誇りとなり，観光客の

訪問のきっかけとなるためには，瀬戸内の地魚のブランド化に取り組む必要がある。 

これまでは，市町単位で各地の特産魚種をＰＲするブランド化の取組が行われて

いるが，これを県全体での取組に発展させ，広島の地魚の認知度を高めることが求

められている。 

 このため，令和４年度から，瀬戸内の地魚の持つ強みを生かしたブランド戦略に

基づき，前浜の多様な旬の白身魚を，瀬戸内の四季とともに提供するなど広島を訪

れる人に地魚を提供する取組を新たに開始する。 

 

□ ブランド価値の向上につながる魅力づくり，誰もが快適かつ安心して観光を楽しめ

る受入環境の整備，広島ファンの増加（観光） 

・自発的マーケティングとその仕組みの構築（再掲） 

・ブランド価値の向上につながる魅力づくり（再掲） 

・誰もが快適かつ安心して観光を楽しめる受入環境の整備（再掲） 

・広島ファンの増加（再掲） 
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□ 誰もがスポーツに親しむ環境の充実（スポーツ・文化） 

・チーム横断型のコミュニティ創設による県内スポーツチームを応援する環境の構築 

 スポーツを「する」人だけでなく，「みる」「ささえる」人も増やすため，県民が

楽しみながら県内のスポーツに関心を持ってもらうための仕組みづくりが必要で

ある。 

 本県には，トップス広島に所属するチームのみならず，全国トップリーグや地域

において活躍する様々なスポーツチームが存在しており，これまで，広島版スポー

ツコミッションである「スポーツアクティベーションひろしま（ＳＡＨ）」の専用

ウェブサイトによる情報発信等を行ってきたが，各チームの認知度や観客動員数に

は開きがあり，県民に十分に浸透していないチームも見られる。 

令和４年度は，県民が様々なスポーツチームを応援できる環境を構築するため，

チーム横断型のコミュニティを創設し，県内チームの認知度向上を図るとともに，

スポーツに関心を持つ県民の増加につなげる。 

 

□ 文化芸術に親しむ環境の充実（スポーツ・文化） 

・市町・公立文化施設間のネットワーク体制構築を通じた文化芸術事業の企画・運

営に係る課題解決の支援 

 県立美術館での幅広い世代に向けた魅力ある展示や縮景園での和文化体験など，

本県が有する文化・芸術の豊富なリソースを生かした企画等に取り組んできたもの

の，多くの県民が文化芸術に十分に親しんでいるとは言えない状況である。 

 このため，令和４年度においては，市町や公立文化施設間のネットワーク体制を

新たに構築し，文化資源や取組事例を共有することなどを通じて，それぞれの市町

等が抱える，文化芸術事業の企画・運営に係る課題を解決する支援などに取り組み，

県民の身近において，地域の独自性ある魅力的な文化芸術イベントや良質な文化芸

術を鑑賞する機会の充実を図る。 

 

□ 核兵器廃絶に向けた新たな政策づくりと多国間枠組みの形成（平和） 

・核抑止に替わる新たな安全保障政策づくり 

・国際的な合意形成を目指した多国間の枠組みづくり 

 核軍縮の具体的進展が見られないことに加えて，核兵器の小型化・近代化により，

核兵器へ依存する傾向が高まるなど，核を巡る情勢は危機的な状況にある。 

 この状況を打開するため，人類史上初の被爆地である広島が有する道義的権威と

しての影響力を発揮し，世界に核兵器廃絶に向けたインパクトを与えることが必要

である。 

 令和３年度に策定した研究計画に基づき，連携協定を締結している世界的研究機

関との共同研究や核軍縮研究国際ネットワーク会議での議論を通して，令和４年度

に研究成果を取りまとめ，令和５年度に政策提言素案を策定する。その後，国際会

議の場等で発表を行い，核抑止に替わる新たな安全保障政策づくりに向けた働きか

けを進めていく。 
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 また，国連が進めている 2045 年の世界ビジョンに，核兵器廃絶を位置付けるた

め，令和３年度は，市民社会側から働きかけを行うイッシューグループの候補団体

への働きかけなど，グループの基盤づくりを行った。併せて，令和４年度は，イッ

シューグループを本格的に起動させ，ポストＳＤＧｓ国際交渉に関与する各国政府

をメンバーとする「フレンズ会合」の立ち上げに向けた準備を行う。 

 

③ 県民一人一人の夢や希望の実現に向けた『挑戦』を後押し 

□ 基幹産業であるものづくり産業の更なる進化，イノベーション環境の整備（産

業イノベーション） 

・ものづくり企業や IT 企業，大学等と連携した技術提案力向上に向けた共創活動

の促進 

 県の基幹産業であるものづくり産業が持続的に競争優位性を確保していくた 

め，上流工程などの付加価値の高い領域を包含したものづくり活動への転換を図る

とともに，競争力を更に強化するため，産学官連携の下，地域の大学等の知的資産

を活用した高度かつ専門的な研究開発活動を行い，その成果を地域企業へ展開して

いくことが必要である。 

これまでニーズに応じた技術シーズの探索・試作・基礎実験にサプライヤーと協

働で取り組むことにより，社会実装に向けた技術提案力の強化を支援するとともに，

技術人材育成や応用・実用化段階の研究開発活動に対する支援を行ってきた。 

令和４年度は，ものづくり産業の更なる進化に向けて，サプライヤーの技術提案

力強化や技術人材の育成支援を充実・強化するため，より高度な探索・実験テーマ

の設定や，研修カリキュラムの追加などに取り組む。 

また，ものづくりプロセス全体のデジタル化を目的とした「ひろしまものづくり

デジタルイノベーション創出プログラム」を通じて，産学官連携による創発的な研

究活動を支援しており，同プログラムの３つのコンソーシアムには，延べ 54 社，

566 名（令和３年７月時点）の研究者が参画している。令和４年度は，新たに建設

した実証環境（テストベッド）を活用し，研究成果の実証及び地域企業への展開を

促進する。 

 

□ 基幹産業であるものづくり産業の更なる進化（産業イノベーション） 

・環境変化に対応したものづくり企業の新分野等への進出支援 

 自動車産業においては，カーボンニュートラルへ向けた CO2 排出量規制の厳格化

やＣＡＳＥ（Connected/Autonomous/Shared/Electric）といった大変革期を迎えて

おり，世界各国において進展する電動化の動きに対応していく必要がある。 

 車体の軽量化や車内環境に関するサプライヤーの技術力強化に重点的に取り組

んできたが，これまでの取組に加え，これらの外部環境の変化に早急に対応するた

め，地域企業の共創活動の場である「新技術トライアル・ラボ」の機能を強化し，

令和４年度からＥＶ（Electric Vehicle）の構造・性能等を部品レベルで評価・検
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証することにより，電動化に対応した部品の開発やデジタル技術の活用等，新分野

への挑戦へ向けた支援を行う。 

 

□ 広島の強みを生かした新成長産業の育成（産業イノベーション） 

・ゲノム解析・編集技術の県内企業等による産業活用促進に向けた基盤づくり 

 健康志向やヘルスケアへのニーズが今後より一層高まっていくことを踏まえて，

令和３年度から，医療機器等のデバイスに加えて，医薬品，機能性表示食品等，健

康・医療関連分野全般にターゲットを拡大した取組を進めている。 

 医療・健康分野と親和性の高いゲノム解析・編集技術の活用や広島大学の医療系

研究拠点との連携など，広島の強みを生かした取組に注力していくこととし，ゲノ

ム解析・編集技術の社会実装に興味のある県内企業の掘り起こしを進めるとともに，

農業技術センターにおいて研究機器等を活用した共同研究，技術指導に取り組んで

きたところである。 

 令和４年度からは，広島大学がＪＳＴ（国立研究開発法人科学技術振興機構）に

申請中の最長 10 年間の大型プロジェクト「共創の場形成支援プログラム（本格型）」

にあわせて，ゲノム解析・編集技術利用に対する機運醸成や，関心の高い県内企業

の参加拡大を図るとともに，技術移転による産業活用につなげていく必要がある。 

 将来的なゲノム解析・編集技術等の社会実装を視野に広島大学と協働していく県

内企業の情報共有・連携・事業化のためのコミュニティづくりを進めるなど，中長

期的な事業化支援に取り組む。 

 

□ 広島の強みを生かした新成長産業の育成（産業イノベーション） 

・環境・エネルギー分野における新ビジネスの創出 

 環境・エネルギー産業を広島県の将来の産業の柱とするためには，従前の既存の

製品やサービスを，市場規模が大きく，成長率の高い海外市場へ展開し，販路を拡

大していく取組に加え，2050 年のカーボンニュートラル達成に向けた世界的な動

き等の社会環境の変化を捉えた，新たなビジネスの創出が必要である。 

 令和３年度から新ビジネスの構想の創出を目的とする研究会及び開発・実証を支

援する補助金により，企業の新ビジネスの創出支援を行っているところであるが，

事業構想をビジネスモデルまで具体化するための人材や知見が不足していること

が課題となっている。そのため，令和４年度は，このような課題を解決し，新ビジ

ネスの構想創出からビジネスモデルの策定，開発・実証までを一気通貫で支援する

体制を構築する。 

 また，今後大きな市場として成長が見込まれるカーボンリサイクル技術について

は，令和３年度に作成する推進構想を踏まえ，企業，大学及び研究者等による交流

や情報発信等を行うことで，カーボンリサイクル技術に関する機関や人材の集積を

促し，新たな産業の育成につながる環境の整備に取り組む。 
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□ スマート農業の実装等による生産性の向上（農林水産業） 

・農業経営モデル構築のためのスマート農業技術の実証（再掲） 

 

□ 森林資源経営サイクルの構築（農林水産業） 

・持続的な林業経営の確立 

これまで，本県では，年間 40 万㎥の県産材の生産量の確保に向けて，高性能林

業機械の導入や路網整備の支援などを行うとともに，生産された県産材の需要確保

に向けて，大型製材工場の整備や，県産材を利用した住宅を建築する取組に対して

支援を行うなど，人工林を「伐って，使う」ことを中心に取り組んできた。 

 令和３年度からは，これまでの「伐って，使う」ことに，「植える」ことを加え

た一連の循環となる「森林資源経営サイクルの構築」に向けた取組を進めていると

ころであり，令和４年度も，引き続き，林業経営適地の集約化や担い手の育成など

の生産基盤，森林に関する情報を関係者が共有して利活用するデジタル情報基盤，

再造林を確実に実施するための技術基盤の３つの基盤の整備に取り組む。 

 

（２） 特性を生かした適散・適集な地域づくり 

□ 人材の発掘・育成，ネットワークの拡大（中山間地域） 

・中山間地域における地域づくり活動への機運醸成と人材育成の推進 

 持続可能な中山間地域の実現のためには，中山間地域が持つ魅力や豊かさに共鳴

し，地域の抱える課題の解決や，新たな価値を生み出していくための主体的な活動

を展開していく，地域に根差したリーダーを育成・確保していく必要がある。 

 このため，県では，地域づくりをリードする人材の活動が，将来にわたり主体的

かつ継続的に展開していくよう，平成 28 年に登録型人材プラットフォーム「ひろ

しま里山・チーム５００」を開設し，このプラットフォームを基盤として，人材育

成や，地域と登録者間のネットワークの構築等を進めてきた。 

令和３年度においては，コロナ禍であっても，地域における多様なつながりや交

流を促進するため，「ひろしま さとやま未来博２０２１」をオンラインで開催する

など，地域づくり人材の裾野の拡大に取り組んだ。 

令和４年度は，未来博の体験プログラムの継続的な実施などを通じた，地域づく

り活動への機運醸成を引き続き進めつつ，実践的な地域づくりのノウハウや手法を

学ぶことができる人材養成塾，ひろしま「ひと・夢」未来塾の中で，住民が抱える

課題に対応できる人材を育成するなど，登録者の活動の質の向上を図る。 

 

□ 新たな事業展開に向けたチャレンジ支援（中山間地域） 

・様々な人が，地域特性を生かして働き続けられる環境づくり（再掲） 

 

 

 



38 

□ 持続可能な生活交通体系の構築（中山間地域） 

・広島型ＭａａＳの推進（再掲） 

 

□ 人を惹きつける魅力ある都心空間の創出（持続可能なまちづくり） 

・県全体の発展を牽引する魅力ある都市の形成 

・福山駅周辺の再生支援 

 広島の都心において，「ひろしま都心活性化プラン」に掲げる将来像の実現に向

け，エリアマネジメント活動の一層の活性化など，広島市や広島都心会議等と連携

して，官民一体となったまちづくりを推進する必要がある。 

 令和３年４月に，地域住民，地権者，民間企業，エリアマネジメント団体等の様々

な関係者や行政が一体となってまちづくりを推進する広島都心会議が設立され，活

動を開始したことから，令和４年度は，エリアマネジメント団体の活動支援などを

行う広島都心会議への支援や，市街地再開発事業の推進について，広島市と連携し

て取り組む。 

 備後圏域の玄関口である福山駅周辺地区においては，「福山駅前再生ビジョン」

の「めざす福山駅前の姿」の実現に向けて，「福山駅周辺デザイン計画」に掲げた

取組の推進や，民間主体のエリアマネジメント体制の構築など，福山市と連携した

取組を進めていく必要がある。 

 これまで福山市と連携して，エリアマネジメント活動の活性化に向けた機運醸

成・人材育成を目的としたアクション会議等の取組を行ってきた結果，徐々にまち

づくりの機運も高まり，主体的に取り組む人材等が出てきたことから，令和４年度

は，エリアの価値を高める開発の促進に向けて，具体的な手法の検討を行う勉強会

の開催や，備後圏域のにぎわいづくりを牽引する施設を整備する事業者の支援につ

いて，福山市と連携して取り組む。 

 

□ 機能集約された都市構造の形成（持続可能なまちづくり） 

・立地適正化計画策定の推進 

・広島型ランドバンク事業のスキームの検証 

・中古住宅の流通促進等に向けた解決策の有効性検証 

 都市のスポンジ化の解消に向けて，医療・商業等の都市機能を中心拠点に集約を

図るとともに，居住誘導の受け皿となる居住環境を整備していく必要がある。 

 集約型都市構造の形成に向けた立地適正化計画の策定については，都市計画区域

を有する市町において策定に向けた取組を進めており，令和３年度末で９市町が策

定済みとなる見込みである。引き続き，令和４年度においても，未策定の市町に策

定を促すとともに，実効性のある計画となるよう広域的な視点で助言するなどの支

援を行う。 

 また，広島型ランドバンク事業については，令和３年度に三原市本町地区をモデ

ル地区として選定し事業案を作成したところであり，令和４年度はこの事業案に基

づき区画再編などの取組を実施し，事業スキームの有効性の検証を行う。 
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 さらに，中古住宅の流通促進等については，令和３年度に，学識経験者・事業者・

市町等で構成する検討チームにおいて，居住誘導区域内の既存住宅の需要と供給が

マッチングしない課題等を分析し，解決策をとりまとめたところであり，令和４年

度は，事業者・市町等と連携して，その有効性を検証するなど，解決策の具現化に

取り組む。 

 

□ 災害に強い都市構造の形成（持続可能なまちづくり） 

・市街化区域内の土砂災害特別警戒区域を市街化調整区域に編入（再掲） 

 

□ 地域と連携し，地域の特性を生かしたまちづくりの推進（持続可能なまちづく

り） 

・ゆとりと魅力ある居住環境の創出に向けたモデルづくり 

 広島型の「適散・適集」なまちづくりの実現に向けて，県民をはじめ，国内外の

多様な価値観やニーズを持つ様々な世代の人々が「住みたい」と思える広島ならで

はのゆとりと魅力ある居住環境を実現する必要がある。 

 令和３年度には，モデル地区として東広島市広島大学周辺エリアを選定し，東広

島市・広島大学と連携して目指すべき将来ビジョンを策定しているところであり，

令和４年度は，その将来ビジョンの実現に向けた具体的な取組を実施するとともに，

このモデル事例を県全体へ波及させていくため，東広島市以外の市町を対象に新た

なモデル地区を選定し，目指すべき将来ビジョンを策定するなど，当該市町等と連

携した取組を進めていく。 

 

□ データと新技術を活用したまちづくり（スマートシティ化）の推進（持続可能

なまちづくり） 

・都市計画基礎調査情報のオープンデータ化による利活用（再掲） 
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Ⅲ 施策の実行を支える基盤 

 

１ 予算編成方針 

（１） 歳入歳出見込み（試算※1） 

直近の経済見通しなどを踏まえ，現時点で見込まれる一定条件の下で，令和４年度予

算の歳入歳出について試算を行った場合の見込みは，次のとおりである。 

 

区       分 
Ｒ３（当初予算） 

Ａ 
Ｒ４見込 
Ｂ 

差引増減 
Ｂ-Ａ 

 １ 県税・地方消費税清算金・地方譲与税  ４，６９９  ４，９４８  ２４９ 
 うち県税  ３，１２２  ３，２６５  １４３ 
２ 地方交付税・地方特例交付金  １，８２３  ２，１０６  ２８３ 
３ 国庫支出金  １，１５０  ７１３ ▲４３７ 
４ 県債  １，５００  １，２４０ ▲２６０ 
 うち臨時財政対策債  ７８０  ４３２ ▲３４８ 
５ その他  １，７６６  １，２１６ ▲５５０ 

 歳        入 １０，９３８ １０，２２３ ▲７１５ 
一  般  財  源 ※2  ５，７５５  ５，９０８  １５３ 

 １ 法的義務負担経費  ３，７１５  ３，７２２  ７ 
 うち社会保障関係費  １，３９３  １，４４７  ５４ 
 うち税の市町等交付金  １，５５２  １，５８３  ３１ 
２ 経常的経費  ３，８７０  ３，８４７  ▲２３ 

 
人件費  ２，３９９  ２，３６８  ▲３１ 
 うち退職手当  １９８  １９１   ▲７ 
公債費  １，４７１  １，４７９  ８ 

   うち臨時財政対策債分  ５５３  ５６９  １６ 
   うち豪雨災害分  ３  ２６  ２３ 
   うちその他分  ９１５  ８８４  ▲３１ 
 ３ 政策的経費  ３，３５３  ２，６５４ ▲６９９ 
  平成30年７月豪雨災害対応分を除いた政策的経費  ２，９００  ２，３７５ ▲５２５ 

   うち一般財源の額  ８４７（６１０）  ６７２ ▲１７５ 

 歳          出 １０，９３８ １０，２２３ ▲７１５ 

※Ｒ３年度の政策的経費のうち一般財源の額の（）内の数字は財源調整的基金活用前の額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：億円） 

※1 主な歳入歳出見込みの試算方法 
直近の経済見通しなどを踏まえ，現時点で見込まれる一定条件の下で試算。 

経済情勢や国の予算編成等の動向によって，修正が必要な場合は，予算編成の過程において対応する。 

歳 

入 

［県 税］・R3年度の税収見込額をベースとして，国の名目経済成長率等（R3年度：+3.1％）をもとに推計 

［地方交付税］・国の新経済・財政再生計画を踏まえ，R4年度の一般財源総額をR3年度と実質的に同水準※ 
           ※社会保障関係費に係る一定の増等を考慮 

［国庫支出金］・法的義務負担経費，経常的経費及び政策的経費のうち平成30年７月豪雨災害対応分については，個 

［県 債］ 別に考慮したうえで，その他の政策的経費に係るものについては，政策的経費として活用可能な一
般財源をもとに機械的に算出 

［そ の 他］・歳出推計に連動し，機械的に算出 

歳 

出 

［人 件 費］・R3.4.1現在の職員数で推計 

［政策的経費］・一般財源の額については，歳入における一般財源の合計から，社会保障関係費などの法的義務負担
経費及び人件費などの経常的経費に必要な一般財源の額を差し引いた額 

       ・事業費については，活用可能な一般財源の額をもとに推計した額 

       ・平成30年７月豪雨災害対応分については個別に考慮 

※2 一般財源は，県税･地方消費税清算金･地方譲与税･地方交付税･臨時財政対策債等から市町への税交付金等を除いたものである。 
 

試算では，政策的経費として活用可能な一般財源の額が，令和３年度当初予算に

比べ，１７５億円減少する見込みとなっている。こうした状況にあっても，ビジョ

ンに掲げる「目指す姿」の実現のため，中期財政運営方針（Ｒ３～Ｒ７）に基づく

歳出歳入の両面にわたる取組を行っていくことが必要。 
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（２） 予算編成方針 

 新型コロナの影響による県税収入の減少や，高齢化の進展等による社会保障関

係費の増加，公債費の高止まりなど，様々な財政運営上の制約がある中において

も，新型コロナによる経済の低迷や大規模災害などのリスクに備えつつ，県勢発

展に必要な施策を安定して推進できるよう，中期財政運営方針に基づき，令和４

年度の予算編成方針を定める。 

 

① 基本的な考え方 

○ 重点施策への集中的な取組 
新型コロナウイルス感染症対策や「平成30年７月豪雨災害からの復旧・復興プ

ラン」に基づく取組に引き続き最優先で取り組むとともに，ビジョンに掲げる

「目指す姿」の実現に向けた施策を推進する。 

 

② 県勢発展に必要な施策を安定して推進していくための取組 

○ 経営資源マネジメントの取組 
 最少の経費で最大の効果を発揮するため，投入した経営資源が成果に結び付

いているかの観点から，今後も引き続き，プライオリティや費用対効果の検

証・評価を一層徹底するなど，経営資源の最適配分に向けた取組を進める。 

 令和４年度当初予算編成においては，新型コロナの影響などによる厳しい財

政状況の中，大規模災害などのリスクへ備える必要があることから，引き続き

事務事業の見直しに取り組む。 

 

○ 歳出歳入の両面にわたる取組 
 人件費等の経常的経費の適正管理や県税の徴収強化などの歳出歳入の両面に

わたる取組を行うとともに，施策の推進とのバランスを取りながら，将来負担

額の着実な縮減を進める。 
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【参考】 中期財政運営方針（Ｒ３～Ｒ７）に基づく取組 

  「平成30年７月豪雨災害からの復旧・復興プラン」に基づく取組に引き続き最優
先で取り組むとともに，新型コロナウイルス感染症による経済の低迷や大規模災
害など，様々な財政運営上の制約やリスクに対しても，柔軟かつ機動的に対応で
き，県勢発展に必要な施策を安定して推進できる，しなやかな財政運営を行って
いくため，次のとおり取り組む。 

 

① 経営資源のマネジメントの取組 

○ 施策や事業等のプライオリティや費用対効果の検証・評価を一層徹底した経
営資源のマネジメントを行うなど，更なる選択と集中を図る。 

② 公共事業費等 

○ 「平成30年７月豪雨災害からの復旧・復興プラン」に基づく取組に必要な公共
事業について，引き続き最優先で取り組むとともに，その他の公共事業につい
ては，新型コロナウイルス感染症の影響による県税収入の減少が見込まれるな
ど，非常に厳しい財政状況の中にあっても，令和７年度までの間，一般財源ベ
ースで令和２年度と同水準を確保し，国庫補助金の獲得や，有利な県債を最大
限活用することで，防災・減災対策などの県土の強靭化等の要請に応えてい
く。  

③ 歳出歳入の着実な取組 

○  次のとおり，歳出歳入の両面にわたる着実な取組を進める。 
・ 適切な定員管理や業務の効率化による時間外勤務の縮減などにより，人件
費の適正管理に取り組む。 

・ 利用計画のない土地等の県有財産について，歳入確保の観点から，引き続
き，売却処分を進める。 

・ 県税の滞納処分や個人住民税の市町との共同徴収を行うなど，県税の徴収
強化により，県税収入の確保を行う。 など 

 

≪財政運営目標≫ 

 ○ 財源調整的基金※について，100億円以上の残高を維持 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響などによる厳しい財政状況の中，大規模災
害などのリスクへの備えとして，財源調整的基金の一定の残高を維持する必要
があることから，平成30年７月豪雨災害のような大規模災害の発生への対応を
念頭に，毎年度の当初予算編成時において，100億円以上の残高を維持する。 

 ○ 将来負担比率を200％程度に抑制 

・ 県勢発展に必要な施策を安定して推進していくためには，将来負担の軽減を
図る必要があることから，県債の発行額を適切にマネジメントすることにより，
今後５年間で，200％程度への抑制を目指す。 

 

 
※ 財源調整的基金とは，年度間の財源調整を目的とした基金（財政運営のために自由に使える貯金）のことで，財政調整基金と減
債基金の一部をいう。 
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２ 行政経営方針 

（１）令和４年度（2022 年度）の取組ポイント 

 来年度は，新型コロナウイルス感染症への対応や，アフターコロナを見据えた

社会・経済の発展的回復，新型コロナや社会環境の変化，頻発する災害などを通

じて顕在化した構造的課題への対応に注力するとともに，ビジョンの目指す姿の

着実な実現に向け，一貫して成果獲得を追求していくため，情勢変化などに柔軟

かつ迅速に対応しつつ，急速に進展するデジタル技術を幅広く活用しながら， 

・ ビジネスプランやＥＢＰＭなどを活用した施策マネジメントの強化 

 ・ 「行政デジタル化推進アクションプラン」に基づく行政のデジタル化の更

なる推進 

 ・ 情報職をはじめとした，専門性の高い人材の確保・育成 

などに取り組む。 

 

（２）行政経営の方針（R3～R7）に基づく取組 

① 戦略的な施策マネジメント 

□ 戦略構築力の向上 

 階層別研修やＯＪＴ等を通じて，仮説思考に基づく戦略構築に必要な基本的な

知識・スキルの更なる定着を図る。 

 また，戦略に基づき成果獲得の確度を高める適切な戦術を構築するため，ビジ

ネスプランやＥＢＰＭの考え方・手法を理解し，適切に実践できるスキルの養成

を図る。 

 

□ 施策マネジメントの強化 

ビジョン・アクションプランに掲げる目指す姿と分野別計画における成果指標

等の実現に向け，ワーク単位でのモニタリングを着実に実施する。 

 必要に応じて計画や取組の見直しを柔軟に行うなど，より実行力が高まるよ

う，施策マネジメントの更なる改善を進める。 

 また，施策の実行力を高めるため，ビジネスプランやＥＢＰＭによるモデルケ

ースの更なる蓄積，外部人材を活用した新たなモデルケースの作成や，そこから

得られたノウハウの展開など，施策全体への定着に向けた取組を進める。 

 さらに，大規模自然災害や新興感染症の発生など，将来の予測が困難で，県民

生活に重大な影響を及ぼす事案に対しては，早急に状況等の情報収集・整理を行

い，それに基づき，より実効性の高い施策を柔軟かつ迅速に立案し実行する。 

 



44 

 

② 成果獲得に向けた組織マネジメント 

□ 行動理念の理解，共有，実践の促進 

行動理念を組織文化として定着させるため，新規採用者から管理職員までの全

階層における研修や優良事例等の幅広い事例の共有など，多くの職員が行動理念

の実践について考える機会の更なる充実を図るとともに，管理職員を中心とした

各所属での取組を一層推進することで，日々の業務での実践を促進する。 

 

□ ミッション重視の組織体制の構築 

ビジョンに掲げる目指す姿の実現に向けて，組織全体のミッション性の向上を

図るとともに，社会経済情勢の変化や危機管理への対応など，柔軟で機動的な組

織体制の整備に取り組む。 

 

□ 行政のデジタル化の加速 

   行政のＤＸを推進していくに当たって，令和３年度から令和５年度までの県

庁のデジタル化の取組計画として策定した「行政デジタル化推進アクションプ

ラン」に基づき，行政手続のオンライン化や，データの利活用の推進など，県

民の利便性向上に向けた取組や，デジタル技術を活用した業務改善により，県

民サービスの質の向上に取り組む。 

 

□ 県と市町の連携強化 

デジタル技術を活用した行政を市町と連携して推進する。 

また，県から市町への移譲事務について，支援が必要な市町に対し，県及びノ

ウハウを有する市による支援・補完の取組を継続的に実施する。 

あわせて，平成 30 年７月豪雨災害からの復旧・復興に向けて，必要に応じた市

町の行財政運営への支援を行う。 

 

□ 県庁働き方改革の推進 

「柔軟で効率的な働き方の促進」として，デジタル技術の活用を加速させ，

「新しい生活様式」の一つとしての「テレワークの定着」を進めるとともに，ペ

ーパーレス・ペーパーストックレスの推進，コミュニケーションに係るツールの

利用促進やルールの浸透などの取組を強化する。 
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③ 戦略的なリソースマネジメント 

□ 高いパフォーマンスを発揮し続けるための仕組みづくり 

職員の仕事に対するモチベーションをより高められるよう，率直に意見を出し

合い，生産的な話し合いが行える，心理的安全性が確保された職場づくりや，研

修などを通じた管理職員のマネジメント力の更なる強化に取り組む。 

 

□ 専門人材の確保・育成 

全県的なＤＸの推進等に対応できるよう，令和３年度に県と市町が共同で設置

した情報人材研究会において，必要な情報システム人材像やその確保・育成方法

について引き続き協議を行い，計画的な人材の確保・育成に取り組む。 

また，公共土木施設の整備や維持管理において，土木技術職員を県・市町共同

で確保・育成する仕組みの構築に向け，連携メニューの試行・検証などの取組を

推進していく。 

さらに，大規模災害発生時に迅速・的確に対応できる災害マネジメント能力の

高い人材の確保・育成にも取り組む。 

 

□ 働き方の多様化への対応を通じた自発的な能力開発等の推進 

心理的安全性の確保やアンコンシャス・バイアスへの認識を高めることによる

相互理解の促進や，育児や介護との両立に向けた普及啓発を当事者以外にも積極

的に行うことなどにより，全ての職員が，お互いの多様性を認め合い，仕事も暮

らしも充実できる職場環境づくりに取り組む。 

また，ｅラーニングの活用などによる多様な研修機会の提供や，ワーク・ライ

フの両面から自身の今後を考える機会の充実などにより，職員の能力開発の支援

に取り組む。 

 

□ 経営資源マネジメントの深化  

これまでの，経営資源マネジメントを通じて得られたノウハウを生かして，ビ

ジョンの着実な実現に向けて，事業部門と内部管理部門が緊密に連携しながら，

重要施策や事業へ経営資源を重点配分するなど，全庁的な資源配分の最適化を図

る。 

 

 

 



 

 


